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これまでの社会に
私たちは
何ができただろう

これからの社会に
私たちは

何ができるだろう

その 夢 の 、一 歩 先 へ 。　あなたととも に 。

金融の未来をつくる。

当社のクレジットは、発祥の地・広島で1954年に「クーポン券」というかたちでスタート
しました。作ったのは「協同組合広島クーポン」で、現在のクレジットカードと同じように
会員を募集して信用審査を行い「クーポン券」を発行していました。

はじまりは広島のクーポン券

クレジットカード、コンビニ決済はもちろん、当社ショッピングクレジット（Orico Webクレジット）、
電子マネー、ネットバンキングなど、多様な決済手段を一括で導入することができます。

オリコのWeb総合決済ツール
「OricoPayment Plus」

オリコの使命
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GREEN

脱炭素社会の実現への寄与 東南アジアの健全な中古車・EV市場
確立のプレーヤーに

当社は、オートローンの領域にとどまらず、EV（電気自
動車）の供給を通じて、脱炭素社会の実現に寄与する
ことをめざしていきます。また、EVと家屋のグリーン
電力の相互補完が可能となるEV＋V2H（Vehicle to 
home）のセットローンを導入し、環境に優しいライフ
スタイルを送っていただけるようサービスを充実して
いきます。自動車ディーラーやハウスメーカーなどの
共創パートナーとともに、脱炭素・循環型社会の実現
に貢献していきます。

当社は、成長著しい東南アジア市場への進出を積極的
に進めています。日本でのオートローンのプレーヤー
としての経験やノウハウを活かし、安全性・健全性を担
保する「認定中古車制度」を東南アジアで立ち上げ、
サーキュラーエコノミーの確立に寄与していきます。
また、東南アジア諸国がめざすEV市場の形成も、国内
で培ったオートローンのノウハウやネットワークにより
バックアップしていきます。

オリコの挑戦01｜グリーン～金融の未来の実現に向けて～

2050年の政府目標であるカーボンニュートラル実現に向け、
当社はオートローンのトップ企業として、EVやV2Hなど環境商材の
普及に向けた取組の拡充を図ることで貢献していきます。

脱炭素・循環型社会実現
への挑戦



中小企業の課題解決に対応 デジタル技術の推進から、
お客さまに新しい様々な価値を

「OBS(Orico Business payment for SME)」は、仕
入先がカード決済を取り扱っていない場合でも、請求
書のクレジットカード払いを実現できます。当社は中
小企業における生産性の向上に向け、DX化・キャッ
シュレス化を促進させ、簡単・便利に金融サービスを
ご利用いただけるよう、更なる挑戦を続けています。今
後も、ECサイト構築や経理DXの導入など、広範なサ
ポートを通じ、中小企業の更なる発展と地域の経済成
長の促進に寄与していきます。

会員さまサイト「eオリコサービス」は、ご利用明細の確
認・お支払方法変更・ポイント交換などのWebサービ
ス機能を提供しています。当社はこれからも「eオリコ
サービス」を、デジタルコミュニケーションのプラット
フォームとして進化させる挑戦を続けていきます。ま
た、プラスチックのカードを発行しない「デジタルカー
ド」の開発を進めるなど、先進的なデジタル技術を活用
し、キャッシュレス化における新しいお客さま体験価値
の創出に向けて取り組んでいきます。

オリコの挑戦02｜デジタル～金融の未来の実現に向けて～

約1,100万人のクレジットカード会員さま、85万店の加盟店さまなどをビジネスの基盤
とする当社は、高度化するデジタル技術を活用して新たなビジネスモデルを探求し、先進
テック企業として、日本のキャッシュレス社会の実現、多様なお客さまやビジネスパート
ナーの方々の価値創出に挑戦し続けていきます。

DIGITAL

デジタルを活用し新時代の
お客さま体験価値創出への
挑戦



オープンイノベーションによる新たなビジネスモデルを構築するとともに、
成長市場に向けて利便性の高い金融商品やサービスを提供することで、
持続可能な社会への貢献をめざしていきます。

オープンイノベーションを
活用した挑戦

オリコの挑戦03｜オープンイノベーション～金融の未来の実現に向けて～

技術革新などを通じて社会や産業界に
新しい価値を創造する企業への出資

オープンイノベーションによる
新たなビジネスモデルの構築

当社は、出資機能として「Orico Digital Fund」を設定
し、FinTechなどの先進技術を有するスタートアップ・
ベンチャー企業との協業を推進しています。また、脱炭
素につながる新たなビジネス機会の創出や持続可能な
地域づくりの実現などを目的として、「Or i c o  
Sustainability Fund」を組成し、ESGの視点でシナ
ジーが見込める企業との協業も進めています。当社
は、中長期にわたる価値創造の共創パートナーの輪
を、ファンドの活用により広げていきます。

当社は、MOBI（Mobil ity Open Blockchain 
Initiative）※1への参画を通じ、オートローンのトップ企
業として、デジタル技術の活用を通じた脱炭素社会と循
環型エネルギー社会の実現をめざしています。また、新
たなお客さま体験価値の創出に向けて、複数のテック
企業との協業により、社外のケイパビリティ※2も活用し
ながら、新たなビジネスモデルを生み出していきます。
※1 MOBI：モビリティ領域におけるブロックチェーン技術を活用したビジネ
スモデルの研究などを行う国際非営利団体

※2 ケイパビリティ：組織的能力や強み

OPEN INNOVATION
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トップメッセージ

イントロダクション 編集方針

当社は、これまで有価証券報告書、決算短信など各種決算説明資料、コーポレート・ガバナンスに関する報告書、サステナビリ

ティレポート、Webサイトなどを通じて、財務情報のみならず、当社の経営戦略、ガバナンス、リスクなど非財務情報の開示につ

いて、積極的に取り組んできました。

当社は、2022年４月に東京証券取引所の市場区分再編に伴うプライム市場上場企業への移行、2022年６月に戦略策定と業務

執行の機動性強化などを目的とした監査等委員会設置会社への移行を契機として、今般2022年度より初めて統合報告書を発

行することとしました。

今回の当社の統合報告書は、以下の３点を主な狙いとしています。

①国内外の幅広いステークホルダーの皆様に、当社のめざす姿、ビ

ジネスモデル、戦略などを分かりやすく説明しご理解いただくこと

②上記①に関する深いご理解により、当社の持続的な企業価値向

上の可能性について共感いただくこと

③経営戦略と財務・非財務資本の連関を明確にご説明し、社内外

に広く発信することで双方向コミュニケーションのサイクルを

創出すること

● 発行の目的

当社およびグループ各社を報告対象としましたが、項目により、報告対象が異なる場合があります。

● 対象範囲

2022年４月１日～2023年３月31日（ただし、一部2023年４月以降の活動内容も含んでいます）

● 対象期間

国際統合報告評議会（IIRC、現IFRS財団）「国際統合報告フレームワーク」

経済産業省「価値協創ガイダンス」

● 参考にしたガイドライン

本報告書には、当社およびグループ各社の将来についての計画や戦略、業績に関する予想および見通しの記述が含まれていま

す。これらの記述は過去の事実ではなく、当社が現時点で把握可能な情報から判断した仮定および所信に基づく見込みです。ま

た、経済動向、個人消費、市場需要、税制および諸制度に関わるリスクなど不確実性を含んでいます。それゆえ実際の業績は当社

の見込みとは異なる可能性のあることをご承知おきください。

● 見通しに関する注意事項

Webサイトでも随時情報発信しています。
https://orico.jp/corp
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が国の金融が直面した課題に対峙する立場で仕事を

してきました。私は学生時代に財政学のゼミで日本の

経済史を勉強していたのですが、ビジネスマンとなっ

てからは、金融史のなかに身を置いて大きな変化を感

じてきました。その過程で私は、本来、世の中の動きと

表裏一体であるべき金融というビジネスが、それと乖

離しつつあるように感じていました。やはり、金融業は

実体経済とともに続けることが重要です。

銀行を離れ当社に身を置く立場となり、「モノやコトと

一体化した金融」の面白さとダイナミックさを感じて

います。

現在の金融マーケットは、グローバルな金融緩和が継

続した結果、大量に資金市場に供給され、前述したよ

うに、金融がモノや人のニーズと離れたところで暴力

的に渦巻いています。現在から2030年や更にその先

を見据えると、各国が金融緩和の出口を模索し、市中

の資金供給量を削減し、金利も上げていくことになる

と考えます。必要のない資金がマーケットにあふれて

いることが商品市況やインフレ圧力などに悪影響を及

ぼすということは既知の事実です。しかしながら史上

稀にみる大規模緩和をグローバルにやったわけです

から、その出口戦略の帰結は不透明であり、金融環境

は不安定にならざるを得ません。

当社は、このようにボラティリティの高い経営環境の

なかで安定的に収益を上げ続けるために、モノやコト

消費に密着した「本当に必要な金融」に加え、過度に

金利収支に依存しない「脱金融」のビジネスモデル構

築の２つにフォーカスすることが重要だと考えていま

す。また、BtoBのスモールエンタープライズの領域に

も、果たし得る大きな社会的役割があります。日本に

存在する企業の99.7％が中小企業です。この中小企

業に従事している人は、日本の全産業の68.8％を占め

ます。流通機構の簡素化やデジタル化の進展によっ

て、こうした中小企業においても、部品などの発注のオ

トップメッセージ

当社の創業は1954年、日本で高度経済成長が始まっ

た前年に当たります。それからの日本経済は、1973年

の第１次オイルショックまで年率約10％で成長し、そ

の後も約５％の安定成長期に入りました。この長い期

間、日本の経済成長を支えてきたのが、個人消費の拡

大です。個人消費を支えたのは、実は銀行ではありま

せん。銀行業務は個人から集めた預金で重厚長大産

業に資金を投入してきたからです。個人消費を支える

個人信用を供与してきたのは、私たち信販・クレジット

業界です。戦後間もなくの三種の神器（白黒テレビ、冷

蔵庫、洗濯機）やその後の３C（車、カラーテレビ、クー

ラー）などの個人消費は、信販・クレジット業界が個人

に信用を与えることで刺激・拡大し、それが我が国の

経済成長に貢献してきました。しかし、1990年代に

入ってバブル経済が崩壊すると、私たちの業界は、不

動産バブルで大きな痛手を被り、加えて過剰融資を起

因とした多重債務者問題を抱えました。必要のない資

代表取締役社長

未来戦略

オリコの歴史

ボラティリティの
高い金融市場のなかで、
想像力と創造力を働かせて
社会価値と企業価値の
向上を図る

金の供与や、本来供与すべきではないものを供与した

ことのツケが回ってきたのです。当社はそのことを、痛

みを伴う教訓として認識しています。

当社は、その創業から今に至るまで、社会への価値を

創出することで企業価値を向上させてきた歴史を歩

んできました。したがって当社にとっては、企業価値の

向上は結果であり、常に意識すべきは、社会価値の創

出とともにあるか、ということです。こうした考え方を、

今回の中期経営計画のなかに反映しました。「社会価

値の向上と企業価値の向上の両立」、すなわちサステ

ナビリティを経営の真ん中に据えたのです。ここには、

私自身の強い思いも込めています。

私は長く銀行員として仕事をしてきました。新卒で銀

行に入行したのは1984年です。日本経済の安定成長

期からバブルに向かう時期で、銀行も住宅ローンなど

を手掛けるようにはなったものの、私が入行した当時

は、まだ個人への資金供与には積極的ではありません

でした。その後、1997年の山一證券破綻などの金融危

機、銀行の統合・合併によるメガバンクの誕生など、我

ンライン化が進んでいます。かつて日本の流通機構の

問題として指摘されていた多重的な流通構造がシン

プルになり、地域の問屋などがどんどんなくなってい

ます。しかし、これまで問屋が担っていた、受発注と集

金の間に生じる「信用供与（掛け売り）」機能も同時に

失われています。そこで中小企業のマーケットを対象

として、ビジネスカードを発行し、支払い代行、請求代

行の仕組みをWeb上に提供することで、中小企業の

信用補完を行うとともに経理業務などの生産性を大

幅に向上することをめざします。

これからの世の中がどのようになるかは、誰にも分か

りません。しかし、自分たちが世の中にどのような付加

価値を生み出せるかを常に念頭に入れて仕事をする、

その延長線上に将来の姿が描けます。その点で、私が

一番重要だと考えるのが人材育成です。未来を「想

像」し、想像したものを「創造」していく。この「想像力」

と「創造力」を兼ね備えた人材の育成に注力すべく、新

たな人事制度を2023年度からスタートしました。

「ジョブ」の概念は、与えた仕事の成果に対してそれに

見合う報酬を支払うことです。新たな人事制度とはこ

の「ジョブ」ではなく、「ミッション」の達成度合いを評

価・報酬制度に組み込んでいます。「ミッション」とは何

か。当社ではそれを、お客さまや従業員、マーケット（社

会）に対する価値創造と定義し、ミッションドリブンで

事業を展開し、それをもとに人材を評価することで、将

来に向けた当社全体の価値創出につなげていきます。

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



2020年に私が社長に就任して３年が経ちました。プラ

イム市場への上場を決め、最初に着手したのがガバナ

ンス体制の強化です。監査等委員会設置会社に移行

し、執行側に大幅に権限を委譲してもらう一方で、取

締役会では戦略策定とその後のモニタリングなど監

督に特に注力する体制を構築しました。

またその間、調達の安定化・自由化を図ったことで、格

付けもR&I、JCRともに２段階向上しました。

新たな人事制度をスタートさせたことは前述しました

が、特に注力したのがDX人材の育成です。全正社員

を対象に３年間のDXプログラム研修を展開し、初年

度ですでにほぼ全員が初級を受講しました。私も会長

も受講しています。そして初級に合格した約3,000人

のうち、約半数が今、中級プログラムに進んでいます。

既存事業のDX化や、DXを活用した新事業の創出に

向けて、DXのスキルを備えた人材が着実に前へ動き

出しています。

一方で、個品割賦事業において金利上昇に伴うコスト

増への対策は積み残した課題と認識しています。私

は、金利上昇リスクがあるなかで、小さくなる利幅を量

でカバーする施策は取りません。お客さまにコスト上

昇分をご理解いただき、条件の改善を進めながらビジ

ネスパートナーとともに協創することが肝要です。不

採算取引の解消などの抜本的な構造改革を進めるべ

く組織も改編したほか、改正割賦販売法により新設さ

れた、いわゆる「認定包括信用購入あっせん業者」の認

可を取得し、AIを活用した与信管理体制の導入・構築

をしたことに加えて、加盟店・店舗別の採算の可視化

を進めるなど顧客・加盟店管理の徹底を図ります。不

採算の事業を採算の取れる事業へと変革し、サステナ

ブルなビジネスモデルを構築することで、中期経営計

画最終年度の2024年度に経常利益400億円以上を

確実に達成していきます。

当社グループの大きな特徴や強みは、顧客基盤です。

約1,100万人のクレジットカード会員、個品割賦事業

で培った85万店の加盟店のほか、565の提携金融機

関、家賃決済保証を供与する133万人のお客さまがあ

ります。こうしたユニークな顧客基盤に加えて、提供す

る金融機能の品ぞろえが豊富であることも大きな特

徴です。当社の祖業である個品割賦や、クレジットカー

ド、銀行保証だけでなく、家賃決済保証では業界上位

の規模を有していますし、企業間の売掛金決済保証

も、その取扱高はとても大きい規模となっています。

金融の単品商売ではなく、これだけ幅広い金融サービ

スを通じて培ってきた顧客基盤を、今後は当社におい

てプロダクト別で捉えるのではなく当社全体のお客さ

まと捉えて集約していくことが、当社の強みを更に磨

きあげ、競合との差異化を図っていくポイントになる

と考えています。

日本は2008年をピークに人口減少が続いています。

当社をご利用されるお客さまの層となる生産年齢人

口も、1995年の8,716万人をピークに2030年には

6,875万人まで下がるとの予測もあります。個人信用

だけで勝負をしていては成長戦略が描けない、そのよ

うな事業環境にあるわけです。

その一方で、BtoB、すなわち企業間決済の取引に目

を向けると、その市場規模は1,000兆円を超えると言

われ、中小企業だけでも個人のキャッシュレス市場の

２倍の規模を有しています。ここで発揮されるのが、

当社のもう一つの強み、すなわち、みずほフィナンシャ

ルグループや伊藤忠商事との密接な関係です。みず

ほフィナンシャルグループは数十万社の中小企業と

のお取引があります。伊藤忠商事は流通の一翼を

担っています。こうした関係性は、今後当社が国内

BtoB領域を軸に描く成長戦略を支える強固な基盤

になると考えます。

また当然のことながら、海外市場も有望です。特に当

社は東南アジアで事業を伸長させており、今後もこの

エリアでの飛躍的な事業拡大が期待できると見込ん

でいます。高い経済成長率と地政学的にも安定した東

南アジアでの取扱高は、タイは前年から70％増、フィ

リピンは95％増、インドネシアは230％増と勢いがあ

ります。昨年はインドネシアに、ホンダの現地ディー

ラーとともに「認定中古車制度」を立ち上げました。品

質保証された日本の中古車を足掛かりに、健全なマー

ケットの育成に寄与しつつ、別のファイナンスの展開

も検討します。第４の進出国候補は、１億人近い人口

で平均年齢も若く、国民平均所得が4,000ドルを超え

るベトナムです。自動車販売台数も現在の50万台レベ

ルから更なる伸長が期待できます。経済成長とコロナ

からの脱却を背景に、収益性の高い東南アジア市場に

アセットを配分していきます。

トップメッセージ

オリコグループの特徴や強み 中期経営計画初年度の振り返り

当社の2023年３月末時点のPBR(株価純資産倍率）

が１倍を割れていることを私は課題と認識していま

す。資本効率を高めROEの向上を図ることはもちろ

ん、資本市場に当社の将来の成長性をご理解いただ

けるよう、中期経営計画で掲げた戦略や方針をしっか

りと遂行することで、投資家の皆様との対話に基づく

信頼関係を更に強化していきたいと思います。

私たちが今推し進めている取組は、後から歴史を振り

返ったときには、ほんの数行にしか存在しえないかも

しれません。しかし、そう考えればこそ、社会価値の向

上に資する普遍的なものを探求し続けていくことが、

経営者としての私の役割と感じます。当社の持続的成

長に向けて、その基盤となる想像力と創造力を兼ね備

えた人材をしっかり育成しながら、常に、未来の風景

を思い浮かべて成功に向かうストーリーを描いていき

ます。

ステークホルダーの皆様には、これからのオリコに是

非ご期待いただけますようお願い申し上げます。

企業価値向上に向けて
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1954年～ 

オリコ創業  事業の発展と多様化  海外進出と新事業の創出 サステナビリティ経営の実践

戦後復興～高度経済成長
2006年　貸金業法改正

2008年　リーマンショック

2011年　東日本大震災

2015年　国連がSDGsを採択

2020年　新型コロナウイルス感染症拡大

2022年　ロシア・ウクライナ情勢悪化　

価値創造のあゆみ

● 主要事業※の取扱高（2011年度～2022年度）

1954年創業以来、当社は、信販業界のパイオニアとして他社に先駆けた取組 に挑戦し、時代の要請やライフスタイルに合わせたサービスを提供してきました。 これからも高付加価値なサービスを

提供することで、お客さまの豊かな人生に貢献していきます。

2000年～ 2010年～ 2020年～

社
会
の
主
な

で
き
ご
と

価
値
創
造
へ
の
主
な
取
組

成
長
の
推
移

協同組合広島クーポン設立
1954年12月

割賦債権買取業務(現、オートローン、
ショッピングクレジット）を開始

1969年４月

クレジットカードの発行を開始
1969年11月

金融機関の個人向けローンを対象とする
保証業務（現、銀行保証）を開始

1983年11月

（株）オリエントコーポレーションに
商号変更

1989年10月

業界初の料金収納保証サービス
（現、決済・保証）を開始

1992年４月

クレジットカード会員数が
1,000万人を突破

2001年10月

株式会社みずほ銀行との
包括業務提携

2004年７月

伊藤忠商事株式会社との
戦略的資本提携

2005年２月

（株）オリコオートリース設立
2008年３月

（株）オリコビジネスリース設立
2015年４月

Orico Auto Leasing（Thailand）Ltd.設立、
タイのオートローン事業に参入

2015年５月

（株）オリコフォレントインシュアを
連結子会社化

2017年10月

「Orico Digital Fund」
（オリコデジタルファンド）を新設

2018年４月

PT Orico Balimor Financeを連結子会社化、
インドネシアのオートローン事業に参入

2021年３月

東京証券取引所の市場区分再編に伴い
プライム市場上場企業へ移行

2022年４月

新中期経営計画を公表
2022年５月

監査等委員会設置会社へ移行
2022年６月

（兆円）

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022
（年度）※主要事業：個品割賦事業、カード・融資事業、銀行保証事業、決済・保証事業、海外事業

3.1

6.46.4
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数字で見るオリコ オリコのビジネスフィールド

オリコの強み

カードショッピング取扱高

オリコカードは年会費無料でも最大２倍の

加算倍率のポイント（スマイル）制度やWeb

を活用した様々なサービス、非接触IC決済

などへの取組を通じて、より多くのお客さま

に便利にご利用いただけるカードをめざし

ています。

クレジットカード会員数

より多くのお客さまにご愛用いただけるよう斬新なデ

ザインのクレジットカードや、非接触ICを搭載したク

レジットカード、多種多様な企業・団体との提携カード

などの発行を通じて、安全・安心で便利なサービスを

提供しています。

決済・保証取扱高
当社は、マンション・アパートなどの賃貸契約で発生する家賃

決済の回収・保証、企業間で発生する売掛金決済の回収・保

証、業務用機器などのリース料の回収・保証や各種料金の集金

代行など、事業拡大が期待される分野を中期経営計画の重点

領域として注力しています。

加盟店数

当社のオートローンやショッピン

グクレジット、クレジットカードな

どをご利用いただける加盟店の総

数は80万店を超えており、様々な

加盟店を通じてお客さまに商品や

サービスを提供しています。

オートローン
ご利用件数

個品割賦
取扱高

当社の個品割賦事業は業界トップクラスの

取扱高を誇るオートローンや住宅関連商品・

教育関連商品などのショッピングクレジット

を中心に構成されており、全国の加盟店を通

じてお客さまにご利用いただいています。

営業資産残高

当社の主な事業はオートローンやショッピングクレジットな

どの個品割賦事業、カード・融資事業、銀行保証事業、決済・

保証事業から構成され、その営業資産残高は５兆円を超えて

います。

銀行保証残高

当社は、1983年より金融機関の個人融資保証業務を開始しま

した。現在、全国565の金融機関と提携しており、その保証残高

は１兆円を超えました。全国規模のネットワークと豊富なノウ

ハウで、金融機関の個人ローンをサポートしています。

業界のパイオニアとして、幅広い事業分野でお客さまやビジネスパートナーの様々なニーズに
お応えしています。

オートローン、ショッピングクレジット、クレジットカード、料金決済や各種保証商品など、様々な分野において、より

多くのお客さまに愛されご利用いただけるよう、お客さまのニーズを重視したサービスの拡充に努めています。

当社は、オートローンやショッピングクレジット、クレジットカードなどをご利用いただける加盟店数が80万店を超えており、提携先の

業種は小売業・サービス業・卸売業・教育機関・金融機関など多岐にわたっています。国内最大の中古車流通組織である一般社団法人

日本中古自動車販売協会連合会（JU中販連）におけるオートローンの取り扱いや、株式会社エディオン、コストコホールセールジャパン

株式会社などの小売業大手との提携カード発行に加え、みずほフィナンシャルグループ、伊藤忠商事とのアライアンスを活用したマー

ケットの開拓を行っています。近年ではスタートアップ企業やFinTech企業との提携も拡大しており、新たなビジネスモデルの構築に

も取り組んでいます。

オートローンやクレジットカード、銀行保証カードローンなど商品ごとに判別精度の高い専用のスコアリングモデルを構築しています。

すべての申込に対しAIを活用した自動スコアリング判定を実施し、システムのみで審査業務を自動で完結するゾーンと、審査担当者の

判断を必要とするゾーンに分け、後者についてはスコアリング結果に定性的な判定も加味し、１件１件丁寧な審査を実践しています。

システムで完結する審査と審査担当者が実施する審査を組み合わせることで、より安定したパフォーマンスの高い審査業務の実現に

努めています。

幅広いビジネスパートナーとのネットワーク

AIを活用した自動スコアリングと高度な審査ノウハウの融合

カウンセリング交渉を備えた回収ノウハウの蓄積
当社のビジネスモデルを支える重要な業務として、債権管理業務があります。債権管理とは、各種ローンやクレジットカードなどの代金

の返済を期日どおりに行われなかったお客さまに対して、返済を促す業務となります。全国にある管理センターやサービスセンターで

は「お客さまに寄り添ったカウンセリング交渉」を基本姿勢として、お客さま一人ひとりの状況に応じた返済プランを提案するなど、完

済までのサポートを実施しています。これまで培った経験やノウハウの蓄積は競合他社に比べて優位なポイントとなっています。

個品割賦事業
（オートローン、ショッピングクレジット）

カード・融資事業海外事業

決済・保証事業
（家賃決済保証、売掛金決済保証）

提携先、与信、回収

銀行保証事業

（2023年３月31日現在）※連結実績に基づく数値を表示しています。

国内・国外でご利用されている当社の

オートローン件数は150万件超。業界初

となるオートローンを提供してから、自

由支払型オートローンや長期自動車保

険付きオートローン「O-Lai！」など、常に

時代のニーズをくみ取った商品やサー

ビスをお客さまに提供し続けています。
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価値創造プロセス

安全・安心で利便性の
高いキャッシュレス社会

実現への貢献

金融ノウハウの
活用を通じた新たな
顧客体験価値の創造

脱炭素・循環型社会
実現への貢献

持続可能な
地域づくりへの貢献

人材の多様性と育成
および働き方改革

ガバナンスの強化

OUTCOME

めざす社会

誰もが豊かな人生を
実現できる持続可能な社会

めざす姿
常にお客さまに寄り添い、向き合い、ニーズに即した金融サービスを通じ
て、様々な社会課題解決に貢献し続ける、イノベーティブな先進企業
ステークホルダーからこれまで以上に存在意義を認められる企業

製造資本
・全国にわたる
  広域ネットワーク
（総拠点100以上）
・決済などを担う基幹システム 

知的資本
・精度の高い審査モデル
・カウンセリングを備えた
回収ノウハウ

人的資本
・従業員数
単体　約5,800人
連結　約8,500人

・資本金 1,500億円
財務資本

・東京証券取引所プライム
市場上場企業へ移行
・経団連、MOBIなどへ加盟

社会関係資本

・TCFD提言への賛同
・オリコの森など社会貢献活動

自然資本

個人・中小企業などをはじめとした多様なお客さまのニーズに即
して加盟店・提携先などのビジネスパートナーとともに、当社の幅
広い商品・サービスを提供

2024年度

経営目標

● 経常利益

400億円以上
● ROE

10%以上
● 営業収益一般経費率

60%未満

非財務KPI

● カードショッピング
取扱高

3.5兆円
● 受付・審査業務の
完全自動化率

40%以上
● CO2削減量

800t相当/年
の紙の削減

● DX推進人材

3,000人
など

資本の再活用

BUSINESS MODELINPUT OUTPUT

理念

経営基盤
（ガバナンス、新たな人財戦略）

サステナビリティ
基本方針

財務規律・資本政策
（健全性と収益性の両立、新たな資本政策）

事業戦略
マーケットイン型営業の確立

重点市場深耕と新規事業探索

プロセスイノベーションの深掘

異業種・先端企業との協働による新商品・サービス創出

脱炭素化の加速 金融のアンバンドリング 地銀再編の加速 人口動態の変化 ESGの重視外部環境変化

■ 個人のお客さま

※2022年度実績

■ 事業者のお客さま ■ ビジネスパートナー

決済・保証

クレジット
カード

・オートローン
・ショッピングクレジット

家賃決済保証利用
133万人

売掛金決済保証利用
24万社

国内オートローン利用 146万件
海外オートローン利用 9万件

クレジット
カード会員
1,098万人

24万人

加盟店 85万店

ビジネス
カード会員

銀行保証利用
128万件
提携金融機関
565機関

銀行保証

など
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財務・非財務ハイライト
財務ハイライト 非財務ハイライト
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● １株当たり配当額 / 配当性向

0

30

40
（％）

10

20
27.7 28.5 28.4

36.1

13.2

１株当たり配当額 配当性向

2022年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を
行っています。１株当たり配当額につきましては、当該株式併合の影響を
考慮した金額を記載しています。

● 営業収益

2,431 2,297 2,298 2,276
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2,333

2018 2019 2020 2021 2022（年度）
重点領域の決済・保証事業、海外事業は増収となりましたが、金利上昇
の影響を受けた流動化収益の減少によって個品割賦事業は減収となり、
前年差21億円減少の2,276億円となりました。

● 親会社株主に帰属する当期純利益

206 196 194 190
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2018 2019 2020 2021 2022（年度）
190億円と前年度からやや減少しましたが、同水準で推移しています。

● 純資産 / 自己資本比率

2,515
2,284 2,168 2,297
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2018 2019 2020 2021 2022（年度）

4.5

5.9 5.7 6.2

4.6

純資産 自己資本比率

純資産は、利益剰余金の増加により2022年度は増加しました。それに伴
い、自己資本比率についても2022年度は上昇しました。

● 男性育児休業取得率

93
104

92
102

（％）

94

2018 2019 2020 2021 2022（年度）
子育て世代が安心して仕事と家庭を両立できる職場づくりに向けて、男
性の育児休業取得率100％を掲げ、積極的に推進しています。

● 女性管理職比率

21.5 22.7 23.4
26.2
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6.0 6.1
4.4

6.7
4.1

女性管理職比率のKPI（2024年度）目標「課長クラス以上：27%以上、部
室長相当職：９％以上」の達成に向けて、着実に増加しています。

● 不燃物廃棄量 ※オリコ本社ビル入居事業所

78.8 80.5 83.7 82.7
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（t）

60

79.1

2018 2019 2020 2021 2022（年度）
社内でゴミの分別やリサイクル事務用品の活用を浸透させることによ
り、廃棄物の削減を図っています。

● 平均勤続年数

16.3 16.2 16.7 16.9
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（年）

15
16.2

2018 2019 2020 2021 2022（年度）
社員と会社がともに必要な存在として絆を深め、社員が生き生きと活躍
しながら、ともに成長できる関係を築いていきます。

※2021年度期首の会計方針などの変更により、2020年度まで遡及修正後の数値を記載しています。

267,649 260,036 251,514

226,082

（GJ）

303,093

2018 2019 2020 2021 2022（年度）

● エネルギー使用量 ※省エネ法に基づいて算出

自社ビルにおける照明機器のLED化や空調機などの設備機器を環境に
配慮した省エネ機器へ更新することにより、エネルギー使用量の削減に
取り組んでいます。

● CO2排出量 ※省エネ法に基づいて算出

13,292
11,656 11,619 10,764
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2018 2019 2020 2021 2022（年度）
自社ビルの省エネ機器への更新によるエネルギー使用量の削減と併せ
てCO2排出量の削減にも取り組んでいます。

● ROE
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2018 2019 2020 2021 2022（年度）

8.1 8.9 8.8 8.611.2

当期純利益が前年同水準となったことにより、2022年度のROEは8.6％
となりました。

経営目標：2024年度10％以上

● 経常利益

244 225

289
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2018 2019 2020 2021 2022（年度）
営業収益の減収に加えて、ポイント費用の増加などにより物件費が増え
たことを主因として営業費用も増加し、前年差59億円減少の230億円と
なりました。

経営目標：2024年度400億円以上

● 営業収益一般経費率

61.9 64.2 60.7 63.3
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2018 2019 2020 2021 2022（年度）
営業収益は減少したものの、経費コントロールの徹底により、営業収益
一般経費率は計画どおりで着地しました。

経営目標：2024年度60％未満

● 有給休暇取得率
 

63.2 61.2
66.8

69.4

（％）

53.9

有給休暇取得率は順調に上昇し、KPI（2024年度）として掲げる「取得率
70%以上」の達成に向けて順調に推移しています。

2018 2019 2020 2021 2022（年度）
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（千万枚）

● コピー用紙購入量

2018 2019 2020 2021 2022（年度）

オリコ グループ会社合計

オペレーション業務におけるRPAの活用や各種申請書の電子化など、
ペーパーレス化を推進しています。

200,000
0

230,000

260,000

290,000

320,000

350,000

課長クラス以上

部室長相当職

※2021年度以前の「男性育児休業取得率」の数値は、育児介
護休業に関する法律施行規則（平成３年労働省令第25号）
第71条の４第１号における育児休業などの取得割合で算
出し直しています。
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オリコの概観

BBB

BBB＋

A

A+

A-

2020年3月 2021年3月 2022年3月 2023年3月

● 外部格付推移

JCR

R＆I

2021年3月

2022年3月

2022年12月

2022年6月

厳しい環境下においても底堅く利益が確保できていることなどが勘案さ
れ、外部格付は、2021年からR&I、JCRともに２ノッチ上昇しました。

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



企画グループ長メッセージ

サステナビリティを経営の軸に

非連続な未来に自律的に挑む人材集団づくりが変革のカギ

2022年度を初年度とする、３カ年の中期経営計画は、

社外取締役を含めた取締役会メンバーとも繰り返し

議論をしながら約１年をかけて策定しました。過去か

らの延長線上で今後の戦略を設計するのではなく、時

代の転換点にいることを意識し、過去の振り返りと合

わせて、先々のメガトレンドや環境の想定、現在の当社

の強みや弱みを認識した上で、変えてはいけないこ

と、変えなければならないことを整理し、そこから当社

が10年後にめざす姿を描きました。その上で、2030年

のあるべき姿からバックキャストして従来型ビジネス

モデルからの転換を図る道を選択しました。当社は信

販会社のリーディングカンパニーとして、約70年の歴

史を誇っています。しかし、環境変化や我々が主戦場

としているマーケットの市場成長などを踏まえると、こ

れまでの連続性だけでは10年後も同様のポジション

で、十分な成長を果たせるとは思えません。このような

健全な危機感より、非連続な変化を遂げることを意識

し、将来のありたい姿を描いたのです。

2030年に当社がめざす姿は、「様々な社会課題解決に

貢献し続ける、イノベーティブな先進企業」と「ステーク

ホルダーからこれまで以上に存在意義を認められる企

業」の２つです。具体的な中期経営計画の施策について

も、めざす姿とサステナビリティ経営をリンクさせ、６つ

のマテリアリティ（重要課題）を設定した上で、解決すべ

き課題とすべての戦略を紐づけました。2030年のめざ

す社会・めざす姿に向けて最初の３年間である今次中

期経営計画は、「新たな事業モデルへの変革」に注力し

中期経営計画の策定プロセス

中期経営計画は、事業戦略、経営基盤、財務規律・資本

政策の３つで整理し、事業戦略として①重点市場深耕

と新規事業探索、②マーケットイン型営業の確立、③

異業種・先端企業との協働による新商品・サービス創

出、④プロセスイノベーションの深掘の４つを掲げて

います。初年度を終え、重点市場の海外事業は増収し

決済・保証事業もシェアを拡大するなど、事業戦略は

着実に進捗しています。経営基盤についても、2022年

中期経営計画の主要戦略・進捗状況

今回の中期経営計画では、サステナビリティを社会価

値と企業価値の両立と定義し、経営の真ん中に置き、

一部の部門だけが取り組むのではなく、社員一人ひと

りにもそれぞれの業務を通じた社会課題解決に取り

組んでもらおうと考えています。2022年４月に新設し

たサステナビリティ委員会は、取締役社長が委員長を

務め、全部門・グループ長を委員として年４回以上開

催しています。サステナビリティ委員会の下には、６つ

のマテリアリティに関連して、「環境・地域」「顧客」「人

財」の３部会を設けています。各部会は、部長クラスが

毎月集まって多面的な議論を行うクロスファンクショ

ナルな場となっています。例えば私が部会長を務める

サステナビリティ推進体制

中期経営計画では、「グリーン」「デジタル」「オープン

イノベーション」を切り口に、CX（顧客）、DX（デジタ

ル）、EX（従業員）を通じてSX（サステナビリティ）の推

進につなげます。デジタルは、当社の業務効率改善や

それに伴うコスト削減だけでなく、デジタルを活用し

た新しい商品・サービスの創出を、オープンイノベー

ションも活用しながら進めていくことで、新たな顧客

体験価値の提供につなげます。人材は、DX、CXを進め

る土台であり、最も重要となります。当社は昨年度、人

事基本方針の改正を行い、求める人材像の見直しを

行いました。求める人材像の１つ目に「主体性」を挙

げ、「『誰か』ではなく『自分』がやる。『指示待ち』ではな

く『自分で考える』」としています。これからの非連続な

未来に自律的に挑む人材集団を作り上げ、イノベー

ティブな先進企業、これまで以上に存在意義を認めら

れる企業へと変革していく決意です。

主体的に挑戦する人材集団への
進化による変革の実現

オリコの成長戦略～経営面から～

・人財戦略
・リスク管理・コンプライアンス

【報告】中期経営計画進捗
・事業戦略
・ガバナンス

取締役会

取締役社長

【指示】
・追加施策検討・実施など

【報告】
・各部門・グループの執行状況など

部門長・グループ長

● 中期経営計画推進体制

ています。

世界的な気候変動問題への危機感やデジタル化の浸

透の流れは、今後も変わらず加速し続けるでしょう。そ

のなかで、日本の異次元の低金利環境も今後、大きく

変わる可能性があります。当社は信販モデルの強みを

活かしながらも、新しいビジネスモデルへの転換を図

ることで、そうした環境変化のなかでも持続的成長を

可能とする、強固な収益基盤を確立することが不可欠

であると考えています。

６月に監査等委員会設置会社に移行して経営の迅速

化と監督の強化を図り、取締役会では長期視点での

議論が活性化するなど、着実にレベルアップしました。

もう一つの経営基盤である人材についても、新たな人

財戦略を策定し、多様性に富んだ人材集団づくりに向

けた具体的な施策としてDX推進人材の育成、スター

トアップ企業での副業や社外・海外トレーニーなどへ

の公募などを実施し、多くの社員が自律的な学びの機

会を享受しています。

大きな環境変化のなかで、一方、業績面では計画未達と

なり、金利上昇の影響を大きく受ける個品割賦事業の

収益構造の改革は喫緊の課題と認識しています。リスク

リターンとコストリターンに基づく事業ポートフォリオ

全体の運営を通じて構造改革を加速するなど、環境変

化のなかにあっても持続的成長を実現しうる事業モデ

ルへの転換に向けて、最大限の努力を続けていきます。

環境・地域部会では、「Orico Sustainability Fund」

の組成や、EVファブレスメーカーとの協業、空き家の

活用などを議論し、環境保全や地域活性に資する新規

ビジネスの創出にもつながっています。社内では、環

境投資は必要コストというよりむしろ成長投資との理

解が浸透し、リスクに備えつつ新たなビジネスシーズ

の探索が始まっています。

事業戦略は着実に進捗
　● 決済・保証事業、海外事業は増収
　● 個品割賦事業の構造改革に着手

経営基盤は更にレベルアップ
　● 監査等委員会設置会社に移行
　● 新たな人財戦略を策定・推進 

新たな資本政策
　● 資本政策の基本方針を新規制定

中期経営計画初年度のポイント

取組状況を定期的に
取締役会に報告

取締役会

取締役社長

サステナビリティ委員会

委員長：取締役社長
常任委員：取締役会長、全部門・グループ長など

環境・地域部会

部会長
企画グループ長

顧客部会

部会長
業務統括部担当

人財部会

部会長
人事・総務グループ長

常務執行役員

企画グループ長　宇田 真也

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



中期経営計画
事業を通じた社会価値と企業価値を両立する「サステナビリティ」を
上位概念として経営の中核に据えた事業運営

３年後の到達点（2030年からバックキャスト）

従来型の信販モデルから発展的に脱却し、グリーン、デジタル、オープンイノベーションを切り口に、お客さま起点で

価値を創造し、社会への貢献と企業価値向上を実現

中期経営計画

Transformation
Now!

スローガン

Transformation Now!
～お客さま起点で価値を創造する新時代の金融サービスグループへ～

GREEN
グリーン

P
.03-04

DIGITAL
デジタル

P
.05-06

OPEN
INNOVATION
オープンイノベーション

P
.07-08

EX
Employee Experience

新たな働き方
体験の進化

CX
Customer Experience

新たな顧客体験
の提供

DX
Digital Transformation

イノベーティブな
先進テック企業へ

稼ぐ力

経常利益

資本効率

ROE

コストコントロール

営業収益一般経費率

2021年度 2024年度

60.7％ 60％未満

2021年度 2024年度

8.8％ 10％以上

2021年度 2024年度

289億円
400億円以上

重点戦略重点戦略

リスク・コスト/リターンをベースとした
事業ポートフォリオ運営
1. 重点市場深耕と新規事業探索
2. マーケットイン型営業の確立
3. 異業種・先端企業との協働による新商品・サービス創出
4. プロセスイノベーションの深掘 

事業戦略

・ガバナンス 
・新たな人財戦略

経営基盤

・健全性と収益性の両立
・新たな資本政策

財務規律・資本政策

オリコの成長戦略～経営面から～

めざす社会

めざす姿

誰もが豊かな人生を実現できる
持続可能な社会

2030年

常にお客さまに寄り添い、向き合い、ニーズに即した金融サービスを
通じて、様々な社会課題解決に貢献し続ける、イノベーティブな先進企業
ステークホルダーからこれまで以上に存在意義を認められる企業

2025年
３月

2022年
4月

お客さま起点で価値を創造する
新時代の金融サービスグループへ

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



サステナビリティ経営への取組

委員長を取締役社長、委員を取締役会長および全部門・グループ長、事務局をサステナビリティ推進室とし、サステ

ナビリティ基本方針を踏まえ、サステナビリティに関する重要事項の審議・報告を行っています。

各部会の年間活動計画に基づき目的に応じた具体的な取組・施策を議論し、サステナビリティ委員会へ報告してい

ます。

当社は、事業を通じた社会課題解決の実践およびマテリアリティの達成のために、中期経営計画と連関した具体的

取組・KPIを下記のプロセスのとおり設定しました。

取組を推進することで、社会課題解決に寄与する新規事業創出や組織変革につなげ、社会価値と企業価値の両立

を図っています。

サステナビリティ取組項目の特定プロセス

サステナビリティ委員会/部会の概要

● サステナビリティ委員会について

● 各部会について

2022年度
主な報告事項

・環境・地域部会、顧客部会、人財部会の活動状況
・サステナビリティ取組項目、目標(KPI)の実績および進捗状況
・ESG、TCFD、サステナビリティ社内浸透など社内外コミュニケーション強化に向けた取組状況

2022年度
主な審議事項

サステナビリティ委員会設置初年度にあたり、サステナビリティ経営の基盤整備にあたる事項
・環境・地域部会、顧客部会、人財部会の設置および年間活動計画
・サステナビリティ取組項目、目標(KPI)、価値創造プロセス
・TCFDへの取組方針およびTCFD提言に沿った開示

・人事に関する外部環境や内部環境を共有し、当社の
めざす姿や経営戦略実現に向けた骨太の議論
・「インクルージョン＆ダイバーシティ」を中核テーマ
とし、新たに策定した基本方針を共有し、各組織で
の取組状況や今後取り組むべき事項について議論

人財部会

会社と社員が互いに成長できるWin-Winな関係構築
全社員が自らの価値を最大限発揮し、生き生きと働
ける環境づくり

環境・
地域部会

目的 2022年度の主な活動

事業活動を通じた脱炭素社会・持続可能な地域社会
への貢献
・ビジネス機会の探索と創出
・プロセスイノベーションとも連動した環境負荷軽減
につながる事業運営体制の確立

・お客さま本位の業務運営を高度化するべく、「お客
さま本位の基本方針」や「お客さまエンゲージメン
ト」について議論顧客部会

あらゆる場面のお客さま体験価値向上に努め商品・
サービスの充実を図ることによるお客さま満足度向上
・お客さま起点によるサービス・商品の探索
・期待を超えるお客さま対応の追求
  それを支える基盤（お客さま保護）の強化

・「Orico Sustainability Fund」の新設やASF株式
会社との協業について議論
・中古EV市場などの創出に向け、MOBIに加盟し分
科会などを通じてグローバルな情報収集および
MOBIのブロックチェーン技術を活用したビジネス
アイデアを議論
・空き家活用株式会社との協業による地域活性化に
向けた議論

オリコの成長戦略～経営面から～

①マテリアリティの
　特定

10年後の当社のめざす社会・めざす姿を
定め、その実現に向けて優先的に解決す
べき重要課題（マテリアリティ）を特定

③重要度の分析

「ステークホルダーからの期待や要請」と
「オリコの戦略上の重要度」の二軸でマッ
ピングし、優先順位の高い取組を素案と
して選定

④取組項目の決定
サステナビリティ委員会審議および取締
役会報告の上、取締役社長にて決定②取組項目の選定

社会課題解決を踏まえ立案した部門・グ
ループの戦略のなかから、マテリアリティ
に紐づく取組項目を選定

サステナビリティに関する詳しい情報はWebサイトに掲載しています。
https://orico.jp/sus

理念

サステナビリティ
基本方針

10年後のめざす社会・めざす姿

マテリアリティ

中期経営計画
重点戦略

成長を牽引成長を牽引 基盤を構成基盤を構成

経営基盤経営基盤
事業戦略事業戦略 財務規律・

資本政策
財務規律・
資本政策

サステナビリティ基本方針

当社は、ステークホルダーの期待や要請を踏まえ、様々な社会
課題のなかから優先的に取り組む重要テーマを選定し、基本
理念に掲げる「社会に貢献する企業」に相応しい金融商品・
サービスの提供などの取組を通じて、持続可能な社会の実現
と企業価値の向上をめざします。

10年後のめざす社会・めざす姿

めざす社会
誰もが豊かな人生を実現できる持続可能な社会

めざす姿
様々な社会課題解決に貢献し続ける、イノベーティブな先進企業
ステークホルダーからこれまで以上に存在意義を認められる企業

めざす社会・めざす姿の実現に向けたマテリアリティ

安全・安心で利便性の高いキャッシュレス社会実現への貢献

金融ノウハウの活用を通じた新たな顧客体験価値の創造

脱炭素・循環型社会実現への貢献

持続可能な地域づくりへの貢献

人材の多様性と育成および働き方改革

ガバナンスの強化

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



当社は、2,000を超える本社定型業務を可視化し優先順位をつけて定型業務の自動化を進めています。また、各業務におい

てその業務の担当者が自ら自動化を進められるようにするため、RPAを開発できる人材の育成も進めています。

● 本社定型業務のRPA化

当社は、当社の持つ金融サービスのノウハウ・知見と、他の企業が有するデジタル技術を掛け合わせ、新しいビジネスモデル

の創出に取り組んでいます。このような協業案件を数多く実現していくため、ベンチャー企業への出資機能として「Orico 

Digital Fund」を組成し、出資を含めた協業案件の発掘・創造を進めています。

● 異業種・先端企業との協働による新たなサービスの創出

当社は、DX戦略の策定、推進体制の構築、およびDX推進への取組などが評価され、2023年

３月に経済産業省が定める「DX認定事業者」の認定を取得しました。「DX認定」は、デジタ

ルによって自らのビジネスを変革する準備ができている事業者を国が認定する制度です。

● 「DX認定」の取得

CX　新たな顧客体験の提供

ビジネスモデル 事業領域

サービス・商品 顧客アプローチ

ビジネスモデル
オペレーション 働き方

ワークスタイル

人材 カルチャー
人材・風土

EX　新たな働き方体験の進化

戦略②　既存ビジネスモデルにおけるDXの実践

戦略③　DX人材の育成・DXカルチャーの醸成戦略①　デジタル技術を活用した新たなビジネスモデル創出

D
X

社会価値・企業価値の両立～事業を通じて環境・社会課題解決に貢献する企業～

オリコのDX戦略

当社は、中期経営計画を達成する重要な戦略の一つとして、2022年４月に

Orico DX VisionとDX戦略を策定しました。当社はデジタル技術とデータを

活用し、お客さま起点で新たな価値を創造しながら社会課題の解決に貢献し

続けることで、イノベーティブな先進テック企業となることをめざします。

この10年余りで私たちを取り巻くデジタル環境が格段に進歩したことに伴い、多くの新しいサービスが生まれ、私たちの生活

様式も様変わりしました。また、最近話題の生成AIによって、私たちの仕事のやり方にも変化の兆しがみられるように、今後も

様々なデジタル技術が進歩し、新たな商品・サービスが続々と登場することでしょう。

一方で、日本の労働人口が減少するなか、人の労働力に頼るビジネスモデルは限界を迎えており、企業にとって、日々進化する

デジタル技術とデータを有効に活用し、効果的で効率的な業務運営体制を作り上げることは、持続的な成長を続けていくため

に不可欠です。デジタルに任せる部分はデジタルに任せ、人は人にしかできない価値創造にフォーカスしてビジネスに取り組ん

でいくという「変革」が求められていると考えています。

DX推進の背景について

当社のDX戦略は以下の３つの戦略軸で構成しており、各戦略軸に従い、事業を通じて環境・社会課題解決に貢献する企業への

変革に向けた取組を展開しています。また、DX戦略の推進にあたっては、取締役社長を本部長とするDX推進本部を組成し、全

社横断的なDX推進に向けた取組施策などについて闊達な議論を通じたアイデア創出・具体化を進めています。

DX戦略

オリコの成長戦略～経営面から～

当社は、デジタル技術とデータを有効に活用することに取り組んでいます。具体的には当社の持つ金融サービスのノウハウ・知

見と、他の企業が有するデジタル技術を掛け合わせ、新しいビジネスモデルを創出しています。加えて、決済・与信をはじめとした

豊富なデータを基盤とし、匿名加工した当社固有データとオープンデータを掛け合わせAIを活用した分析により、パートナー企

業の営業戦略やプロモーションをサポートするソリューションを提供するなど、データエコノミーの創造に取り組んでいます。

■ 戦略①　デジタル技術を活用した新たなビジネスモデル創出

当社は、ビジネスプロセスの構造改革を実現するため、デジタルを活用した業務の効率化・スピードアップに取り組んでいます。

特に、お客さまの当社へのお申込み手続きから、取引契約、業務オペレーションが完結するまでの「エンドトゥエンド」のプロセス

を俯瞰して全体最適の観点からBPRをより推し進めています。業務のデジタル化を通じたペーパレス化により、2022年度は

CO2削減効果が124tと計画を大きく上回る実績となりました。

■ 戦略②　既存ビジネスモデルにおけるDXの実践

当社は、DXを推進する上で、デジタル技術を活用し、お客さまに価値を提供し続ける熱意のある人材を育成するため、独自のDX

人材育成プログラムを開発しています。中期経営計画において、全従業員を基礎的なデジタル技術の知識・スキルを有するDX

推進人材として育成することを目標に掲げ、初年度の2023年３月に3,000人以上が認定取得に至りました。加えてグループ全

従業員が自らの問題意識を基に、新たなビジネスアイデアや業務の変革アイデアを発信する「DXプレイス」を開始しており、当社

グループ全体にDXカルチャーを醸成し定着させる取組を進めていきます。

■ 戦略③　DX人材の育成・DXカルチャーの醸成

当社では取締役社長を本部長とした「DX推進本部」を組成し、全部門・グループを俯瞰し、横断的にDX戦略を推進する体制を

構築しています。本部長を議長とし、各部門・グループ長が参画するDX推進会議を定期的に開催し、全社横断的なDX推進に向

けた取組施策などについて闊達な議論を通じた検討を進めています。

■ DX推進体制

本部長　取締役社長

DX推進本部

事業部門
準事業部門

コーポレート部門

メンバー

◎デジタル企画部 経営企画部 IT・システム企画部 人財マネジメント
統括部

キャリアデザイン
推進部

事務局

※参加メンバーは各部門長・グループ長

◎主担当部署

ビジネス
プロモーション部門

カード・ペイメント
部門

金融法人部門 オペレーションG

BtoB
ソリューション部門 海外事業部門 管理G デジタル・

マーケティングG

常務執行役員

デジタル・マーケティンググループ長　向井 英伸

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



人財戦略の方向性

オリコの人財戦略

働く人の価値観やライフスタイルが多様化する時代において大切なこ

とは、会社が社員一人ひとりに寄り添うことだと考えています。社員が

会社とともに成長できる関係を築き、すべての社員が、仕事を通じて

“自分らしく活躍できる”組織をめざします。

当社の人財戦略は、2030年に当社がめざす社会・めざす姿の実現に資するものとして、世の中における人財戦略のトレンドも

踏まえながら、当社のこれまでの取組や人事課題、人材の特徴、人事制度・組織運営の整理を行い、中長期的な視点で、組織と

人材の在り方を根本的に捉え直し策定したものです。

新たな人財戦略を策定するにあたっては、３つの前提を踏まえて検討する必要があると考えました。１つ目として、労働人口が

減少するなかで、働く人々は、会社を自身が成長する場・自分が大切にしていることを実現するための場として捉える傾向にあ

るため、社員が魅力を感じ、社員を惹きつける組織にする必要があります。２つ目として、2022年から開始した中期経営計画で

は、当社の事業・組織・プロセスを抜本的に変革することをめざしており、人財戦略も従来からの延長線上ではなく、変革に資す

るものである必要があります。３つ目として、変革を実行する際には、制度や仕組みを変えるだけでなく、役員・社員の思考・行

動様式の改革が必要不可欠であり、こうした行動変容を促すことが求められます。

「求める人材像」についても、今後の変化への対応だけではなく、今後も変わらず当社の社員が持ち続けるべき強みや、強化して

いくべきものは何かについて、取締役の意見も反映させながら、時間をかけて幅広い組織の関係者との議論を通じて見直し、

「人財マネジメントポリシー」は、社員に対して、思考・行動の改革を後押しし支援する会社の取組（コミットメント）として再定

義しました。

2030年を見据え、変革を実現する人財戦略を策定

こうした経緯を経て策定した人財戦略の根幹には、社員と会社の関係性を「互いに選び・選ばれる（Win-Winの関係）」ものに

変えていく、という考え方があります。その実現のために必要な変化を下記のとおり11項目で整理し、求める人材像や人財マネ

ジメントポリシーから構成する人事基本方針を策定しました。

従来の発想から大胆に転換した、人財戦略のめざす方向性と人事基本方針 人財戦略を通じてめざす姿を「会社と社員が互いに成長できるWin-Winな関係構築を通じた社員エンゲージメントの最大化」

として定義し、その実現に際して両輪となるのが、「求める人材像」と「人財マネジメントポリシー」です。これらを実現していくた

めの重点実施事項として、以下の２つを掲げています。

社員と会社の関係性を「互いに選び・選ばれる(Win-Win

の関係)」ものに変えていくためには、個人の特性をより活

かしていくことが重要だと考えています。能力開発とキャリ

アに関する挑戦機会の提供など、一人ひとりの成長意欲を

高め、強みを伸ばすキャリア支援の拡充を行っていくこと、

女性をはじめとして様々なバックグラウンドや個性を持つ

人材の幹部登用を加速していくこと、新規ビジネス創出な

どの核となる専門人材の確保・育成・活躍を推進すること

に注力していきます。

当社の人事制度や仕組みを抜本的に変えていきます。会社が一

人ひとりのライフプランに合わせたキャリア形成を支援し、その

一環として2025年４月より、望まない転居を伴う転勤を廃止しま

す。また、重要テーマとして、年功・職能から仕事・ミッションを軸

とした新たな人事への転換、「求める人材像」に即した評価軸の

見直しと多面評価の導入、次世代を担う中核人材の育成に取り

組んでいきます。これらの大前提として、社員が心身ともに健康

で、公私ともに生き生きとした生活を送りながら仕事で能力を最

大限発揮できるよう、健康経営にも引き続き力を入れていきます。

１ ２多様性に富んだ人材集団づくり 新時代のための人事の基盤づくり
個性ある多様な人材が活躍する組織へ これからの当社に相応しい評価・処遇・育成の制度・運用へ

人財
マネジメント
ポリシー

１．個性を重視し、多様性を育む
　 社員一人ひとりの個性を重視することで、会社全体で多様性を育む
２．自らの成長に繋がる挑戦する機会を提供するとともに自律的キャリア形成を支援
　 社員の主体的な行動を促すことで、組織全体の活力を向上させ、高いパフォーマンスと生産性向上に繋げる
３．客観性・透明性がある公正な評価と処遇の実現
　 会社が求めることへの取組を正しく評価して処遇することにより、思考や行動の改革を推し進める
４．変革を牽引するとともに多様な人材を束ねるリーダーの育成
　 非連続な環境下で変革を牽引するリーダーを育成し、多様性を活かしたインクルーシブなマネジメントを行う
５．心理的安全性を確保し、活力ある職場環境を整備
　 心理的安全性が確保され、意見を出し合える環境を整えることで、生産性向上とマネジメント手法を改革する

求める人材像

１．主体性
２．挑戦
３．分析思考
４．情熱
５．探求心・向上心
６．寛容力・貪欲さ
７．誠実さ・高潔さ

「誰か」ではなく「自分」がやる。「指示待ち」ではなく「自分で考える」
失敗を恐れず、新たな試みに挑戦する
「何を（What）」の前に「なぜ（Why）」を考える
周囲を巻き込むような圧倒的な熱量で取り組む
現状に満足せず、学習を続けて、常に一歩前に進む
異なる意見や価値観を尊重し、それを自分自身の糧にする
真摯に向き合い、高い倫理観と責任感を持ってやり切る

人財戦略を
通じて
めざす姿

会社と社員が互いに成長できるWin-Winな関係構築を通じた社員エンゲージメントの最大化

人事ビジョン
社員一人ひとりが自ら人材価値を高めていくことを尊重し、
仕事を通じて自己実現できる魅力と活力あふれる働きがいのある環境を実現していきます

自身の個性を活かして
自律的に学び挑戦し成長

社員
社員の成長・活躍を通じて、当社が
「めざす社会」・「めざす姿」を実現

会社Win-Win

多様性に富んだ人材集団づくりとそのための人事基盤づくり

オリコの成長戦略～経営面から～

人事基本方針

常務執行役員

人事・総務グループ長　松岡 英行

会社と社員の関係性

社員に求めるもの

雇用の考え方

人材確保

キャリア形成

育成

選び・選ばれる（Win-Winの関係）

会社に共感・多様な価値観

出入り自由

いつでも必要なときに社内外・形態問わず

社員が主導

自律的に学ぶ・会社が支援

マネジメント

配置・登用

人事評価

報酬

働き方

変革・リーダーシップ

実力（合理的）

多面的

仕事が基準

柔軟・多様

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



財務・経理グループ長メッセージ

財務健全性、株主還元、資本効率の３つのバランスを取りながら、

アセット効率を高め、サステナブルな成長へ

常務執行役員

財務・経理グループ長　小杉 雅弘

2022年度には新たな資本政策の基本方針を策定し、財

務健全性、株主還元、資本効率の３つのバランスを取る

ことを掲げました。株主還元については、安定的かつ継

続的な株主還元を基本とし、連結配当性向30％をめど

に配当を実施していきます。この資本政策を実施してい

く上ではアセット効率の向上が肝要であり、アセット効

率の高い決済・保証事業、海外事業に注力しています。ま

た、ビジネスプロモーション部門における非金利ビジネ

スへの取組、個品割賦事業の収益構造改革と合わせて、

効率よく収益を上げられる基盤構築に注力します。

資本政策

今中期経営計画では、事業を通じて社会課題を解決しながら同時に収益の向上を図ることをめざしています。この

方向性に沿って、しっかりと収益性を上げて成長性を示すことが当社への信認を高め、株価などへも反映されるも

のと考えています。20年後、30年後もサステナブルな企業になれるよう取り組んでいきますので、引き続きご支援

いただけますと幸いです。

ステークホルダーの皆様へ

2022年度から事業ポートフォリオ運営を開始しました。７つの事業ポートフォリオの下に更に細分化したサブポー

トフォリオを設け、リスク対比での収益率を表すリスクリターンと、経費率であるコストリターンの２軸から、中長期

的に各事業の推移を分析し、今後の方向性を「注力」「維持」「縮退」の３分類で評価。経営資源の投下や今後の事業

戦略を議論しています。また、事業ポートフォリオ運営と併せて、部門別管理会計の制度化も進めてきました。個々

の管理数値の財務PLとの関連性を整理し、単年度の業績の進捗を管理しています。これらの取組は一部にあった

売上至上主義的なマインドセットの変革にもつながっています。

事業ポートフォリオ運営

安定的かつ効率的な資金調達

資金調達については、金融機関からの借入のほか、債権流動化や信用保証、社債やCPなど様々な選択肢がありま

す。多様なチャネルを組み合わせて最適なバランスを保ちながら、安定的かつ効率的な調達運営を心がけています。

特に今後の金利上昇局面を見据え、有利子負債につ

いては、固定調達比率約８割をめどに、固定化を進め

ています。

資金調達自体は、外部格付けの格上げや金融機関と

の良好な関係性からも懸念はありません。この先の成

長投資を見据え、ニューマネーの調達が必要になる可

能性もありますが、コロナ禍で厚めに維持したキャッ

シュについては、今後チューニングを進めていきます。

2022年度の振り返りと2023年度の見通し

2022年度は先行き不透明な状況が続くなか、個人消費には一部回復の兆しも見えましたが、2022年12月の日銀

の金融政策修正などにより、想定以上に金利が上昇しました。営業収益は、金利上昇に伴う流動化収益の減少で個

品割賦事業が大きく減収となり、前年比1％減の2,276億円、経常利益は同20％減の230億円、親会社株主に帰属

する当期純利益は同2％減の190億円となりました。一方、中期経営計画の重点領域である決済・保証事業や海外

事業は順調に拡大していることに加え、機動的な不動産の売却や計画対比の経費抑制などにより、金利上昇のダ

メージを最小限に留めることができたと考えています。

2023年度は、経常利益250億円、親会社株主に帰属

する当期純利益200億円と増益を見込んでいます。金

利上昇の影響が通年で効く厳しい状況ではあります

が、決済・保証事業、海外事業の更なる伸長、コロナ禍

からの回復を取り込みカード・融資事業や銀行保証事

業も収益を積み上げる計画です。中期経営計画最終

年度の経常利益400億円以上の達成に向けて、４つの

重点戦略の取組と、個品割賦事業の抜本的な収益構

造の改革をしっかりと遂行していきます。

オリコの成長戦略～事業面から～

● 決算の概要

前年比
営業収益
　 内、事業収益
営業費用
　 内、一般経費
　 内、貸倒関係費
　 内、金融費用
経常利益
当期純利益

1％
2％
2％
3％
5％
7％
20％
2％

△
△

△

△
△

前年差
21
47
38
46
26
6
59
4

△
△

△

△
△

2022年度
2,276
2,113
2,046
1,441
464
105
230
190

（億円）

安定的かつ効率的な
資金調達体制を構築

リスク・コスト/リターンに
基づく事業ポートフォリオ運営

連結配当性向30%を目途に
安定的かつ継続的に還元

財務健全性

資本効率 株主還元

３つの最適な
バランスを実現

● 資本政策の基本方針

：2024年度に向けた方向性イメージ
：2021年度から2022年度への動き

全社平均

全社平均

融資

海外

自動車 決済・保証

銀行保証

カード

ショッピング

高
い

　
　
　リ
ス
ク
リ
タ
ー
ン

　
　
　低
い

高い　　コストリターン（経費率）　　低い

重点市場の深耕 新規事業の探索&

● 格付推移

格付機関

R&I A（安定的） a-１
J-１A+（安定的）JCR

長期 短期

A-
A

22年
３月 UP!

A
A+

22年
12月 UP!

R&I JCR

ポートフォリオの方向感 市場成長性

成長市場なるも、事業環境の急激な変
化を踏まえ、量より質の運営を徹底

非資金性ビジネスの柱として、経営資源
を投下

カード

融資

決済・保証

自動車
ショッピング

効率性を改善しつつ、商品性の向上に
より会員を拡大

○

△

◎

金融機関のニーズ対応や経営課題解決
を通じ保証事業領域を拡大

デジタル技術をテコに、オープンイノベー
ションを通じ新たなポートフォリオを創出

銀行保証

海外

新規事業

オートローンで培った知識や経験をベースとし
て、適正なリスクテイクとケイパビリティを強化

△

◎

̶

△効率性や採算性を改善しつつ、顧客
ニーズを起点とする営業を徹底

市場成長性 × 競争優位性 リスクリターン × コストリターン

リスクリターン・コストリターン分析

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



個品割賦事業

当社の個品割賦事業は、オートローン、ショッピングクレジットなどを通じて、ブランドスローガンである「かなえる、のそばに。」の

具現化に向け、お客さまやマーケットニーズにマッチした多岐にわたる商品・サービスを時代の変化に合わせて提供してきました。

今後も予想される市場、価値観などの様々な変化への対応に加え、グローバル化、テクノロジー化などの進化を確実に捉えてい

くことで、お客さま起点での「安全・安心で便利なファイナンス」を提供し、当社のビジネスパートナーである加盟店とともに健全

なマーケットの形成に取り組んでいきます。

具体的には、今次中期経営計画のスローガン「Transformation Now！～お客さま起点で価値を創造する新時代の金融サービ

スグループへ～」のとおり、従来型の信販モデルから発展的に脱却し、「グリーン」「デジタル」「オープンイノベーション」を切り口

として、新たな価値を創造し、脱炭素社会の実現、生産性向上などの社会課題の解決に貢献し、同時に企業価値向上の実現をめ

ざしていきます。

中長期でのめざす姿

当社は、業界トップクラスの取扱高を誇るオートローンに加え、リフォーム・学費・運転免許取得費用・ブライダル関連などお客さ

まの様々なライフイベントに寄り添ったショッピングクレジットを提供しています。そのなかで、個品割賦事業を通じ、脱炭素・循

環型社会の実現に寄与することを目的としてEVや住宅向け太陽光発電システム、蓄電池などの再生可能エネルギーの普及促

進につながる金融商品・サービスの開発に積極的に取り組んでいます。例えば、2022年11月にEVファブレスメーカーのASF株

式会社に出資し、同社の構築するサプライチェーンに協業するとともに、当社ネットワークを通じてグループ会社である（株）オリ

コオートリースから全国のお客さまへのEV導入を促進することで脱炭素社会の実現に貢献していきます。また、今年２月に開発

したEVとV2Hなどを含む環境商材とのセットローンについては、V2Hのリーディングカンパニーであるニチコン株式会社との

包括的業務提携の締結を通じて、環境商材の普及支援や新領域での協業を進めています。ほかにもリフォームローンや家賃決

済保証の拡大などを通じて、様々な人の「住」に対する不安解消を進めることで、地域社会の発展にもつなげていきます。

今後においても、一人ひとりがこれまで以上に事業活動を通じた社会課題の解決の重要性を意識し、モノの考え方やプロセスを

大きく変革させながらお客さまに寄り添った商品・サービスの提供に取り組んでいきます。

事業活動を通じて取り組むべき社会課題

脱炭素に向けた動きは、グローバルな規模で想定を上回って加速する可能性があります。また、国内の少子高齢化社会の進展

も、当社に与える影響は非常に大きいものと考えています。当社の主力事業であるオートローン事業を中心に、リスクと機会を抽

出し積極的に対策を行うとともに、変化をビジネスチャンスと捉え新たな事業を創造することも重要です。

一方で当社のビジネスパートナーである加盟店における後継者不足などの社会課題解決にも一緒になって取り組んでいきます。

また今後、金融環境は金利上昇局面にあると予測しており、個品割賦事業では取扱高の拡大以上に収益性にこだわったロング

テールのビジネスモデルへの変革が急務です。デジタルテクノロジーを活用した抜本的な構造改革を通じて、収益力の強化へと

つなげます。

市場環境認識（中長期の市場変動見通し）

信販業界のパイオニア、トップ企業として、お客さまのニーズ・ライフスタイルのお役に立つべく、加盟店とともに様々なクレジッ

トを提供しています。

ご自宅の増改築費用、住宅設備機器
購入費用など住宅に関する様々なリ
フォームにご利用いただけます。また
「オール電化」「太陽光発電システム・蓄
電池」などの購入にも対応しています。

リフォームローン

業界トップレベルのシェアを誇る。独自
の商品開発で、お車をご購入いただく
お客さまの幅広いニーズに応え、充実
のカーライフをお届けしています。

オートローン

「Orico Sustainability Fund」第１号案件として、ASF株式会社と資本業務提携を結んだほか、ニチコン株式会社とも包括的業

務提携を締結し、持続的成長につながる新たなビジネスパートナーとの共創がスタートしました。商品開発において、「O-Lai！

（オーライ）」がビジネスモデル特許を取得したほか、前述したようにEVとV2Hを含む環境商材のセットローンをリリースするな

ど、具体的な成果をお示しすることができました。

お客さまのライフスタイルの幅広い
シーンでお役に立ちたいと願い、様々
な商品やサービスをクレジットでご利
用いただけます。

ショッピングクレジット

2022年度のトピックス

オートローンの取扱高は、新車部門における半導体不足による供給面での制約などの影響が想定以上に続いたものの、中古車

の取り扱いが増加したことにより、前年同水準となりました。ショッピングクレジットの取扱高は、部材不足による工事の遅延な

どの影響を受け、リフォームローンの取扱高が減少したことなどにより、前年差で減少しました。

● 全国を網羅した営業店ネットワークを活用し、既存加盟店のほ
か、地場優良企業へのアプローチが可能

● 個品割賦事業に加え、リース、クレジットカード、決済・保証な
どお客さまのニーズに応じた幅広いサービスの提供が可能

● みずほ銀行、伊藤忠商事との連携による、親密・提携企業との
商品・サービス提供が可能

● 他社との差別化商品戦略の実践と更なる拡充

● EV・環境商材におけるアライアンスの更なる強化

● 金利上昇局面による金融費用の増加

● 脱炭素社会への実現に向けた自動車、住宅を中心とした新たな市場の登場
● 企業間決済、家賃などの「保証」ビジネスの需要拡大
● DXの潮流を汲んだ法令・規則が規制緩和の方向で改正（割販
法、特商法、民法、新リース会計基準など）

● 激変する世界情勢による個人消費動向の不安定な環境継続
● 少子高齢化により市場縮小、個品割賦市場の成長鈍化と競争
激化

● 原材料価格高騰による物価高や金利上昇リスクの懸念

強み Strength

機会 Opportunity

課題 Weakness

脅威 Threat

全国に展開する営業店ネットワークを活かし、地域に根差した機動力・展開力や、幅広い商品・サービスを軸とした提案力を通じ

て、既存領域にとらわれない最適なソリューションをタイムリーに提供するマーケットイン型営業に取り組んでいます。脱炭素や

DXの潮流を汲んだ法令・規制の改正も新たな事業機会と捉え、果敢にチャレンジしています。

● オートローン ● ショッピングクレジット

事業の特徴､市場優位性

2022年度の概況

個品割賦事業

オリコの成長戦略～事業面から～

当社を支える基幹事業として、従来型の信販モデルか

ら、環境変化に対応した収益性の高いサステナブルな事

業モデルへと変革を進め、お客さまニーズに合致した最

適なソリューション・商品・サービスをタイムリーに提供

し、社会への貢献と企業価値向上を実現していきます。

（億円） （億円）

8,349 8,382 8,536

2020年度 2021年度 2022年度
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常務執行役員

ビジネスプロモーション部門長　馬塲 一晃
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オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



カード・融資事業

オリコの成長戦略～事業面から～

キャッシュレス社会の進展のなかで、安全と安心を

お届けする機能に加えて、デジタルテクノロジーを

活用した新しい体験価値の創造により、お客さま

の生活を、より便利で愉しいものにしていきます。

カード・融資事業
お客さまに「安全・安心・便利」を体感いただけるオリコのクレジットカードです。

魅力的なポイントプログラムや多彩な提携カードなど、お客さまの幅広いニーズに対応しています。

みずほマイレージクラブカード/THE POINT、エディオン
カード、コストコグローバルカードなど、ビジネスパートナー
とともにお客さまのニーズに沿ったカードを提供しています。
なお、現在、約1,500種類を提携カードとしてラインナップしてお
り、引き続きお客さまへ魅力的なサービスを提供していきます。

提携カードプロパーカード

新しい提携先８社と「cheeky SBI e-Sportsカード」や「ブルーロックオリコカード」、人気ゲームシリーズの「カプコン　オリコカード

～ドラゴンズドグマ～」など、若年層を主なターゲットとした各種提携カードをリリースしました。

また、「SBI証券との個人向け資産運用サービスの協業」や「事業者間取引の請求書カード決済サービスOBSの開発」など、新し

いビジネスの取組も加速しています。

2022年度のトピックス

カードショッピングの取扱高は、生活関連などの大型提携カードの推進で前年比10％増と拡大基調が継続しており、引き続き拡

大を見込んでいます。

● 多様なファイナンスニーズを有する約1,500万人のお客さま
● 85万店の加盟店や提携カード先など、全国に広がる幅広い
ネットワーク

● デジタルテクノロジーを活用した先進的な商品開発力

● 約1,500万人のお客さまとのデジタルコミュニケーションの強
化と取引重層化

● クレジットカードの不正利用防止対策の一層の強化

● 個人・法人のペイメント市場におけるキャッシュレス化の一層
の進展

● デジタルテクノロジーの進化による金融商品・サービスの一段
の多様化

● FinTech企業や異業種からのペイメント市場参入による競争環境の激化
● ペイメント手段多様化や乱立による開発コスト増大
● クレジットカード業界におけるポイント還元競争などによる収
益性の悪化

強み Strength

機会 Opportunity

課題 Weakness

脅威 Threat

当社には、85万店の加盟店網、約1,100万人のクレジットカード会員、約400万人のオートローンなどの個品割賦を利用するお

客さまがいらっしゃいます。全面リニューアルを予定している「eオリコ」を通じたデジタルコミュニケーションの推進とテクノロ

ジーを活用した斬新な商品・サービスの提供によりお客さまにとっての新しい体験価値を創出し、「オリコ経済圏のお客さま」と

の深い繋がりを築いていきたいと思います。

● カードショッピング ● 融資

事業の特徴、市場優位性

2022年度の概況

年会費無料で、カードショッピング100円につき１オリコポ
イントがたまるポイント高還元率なOrico Card THE 
POINTなど、お客さまの幅広いニーズに応える機能性に優
れたサービスを提供しています。

テクノロジーの進化や新型コロナウイルス感染症によるライフスタイルへの影響など、ペイメント業界を取り巻く環境は日々変

化しています。このような環境変化を重ねながらも中長期的にキャッシュレス社会は一層の進展が予想されますが、当社では、ク

レジットカードなどの事業を通じてお客さまに「安全と安心」「便利で愉しい」価値を提供することを使命と位置付けています。あ

りふれたポイント還元や優待クーポンにとどまらず、全面刷新を予定しているデジタルコミュニケーションプラットフォーム「eオ

リコ」を通じ、当社のクレジットカードを利用いただいている約1,100万人のお客さま、当社のオートローンなどを利用いただい

ている約400万人のお客さまを中心に、それぞれのお客さまに適したパーソナライズドサービスを提供します。また、大手クレ

ジットカード会社初となる性能規定与信やスマートフォンに搭載するデジタルカードなどデジタルテクノロジーを活用した商

品・サービスの開発により、カード申込や利用におけるお客さま体験を大きく変えていきます。

クレジットカード業界では、ECサイトなどのオンライン取引を中心に不正利用が増加しており、不正利用防止対策の強化は業界

全体の課題となっています。当社では、不正検知システムへのAI機能搭載やワンタイムパスワード導入による本人認証サービス

の高度化など様々な対策を実施することで、お客さまが安心してクレジットカードをご利用いただける体制づくりに取り組んで

います。

また、ペイメント市場における個人のキャッシュレス比率は着実に向上していますが、低水準にとどまっている法人のキャッシュ

レス比率向上は日本経済の生産性向上の観点から極めて重要です。当社は、この課題の解決に向けて、事業者間取引の請求書

カード決済サービス「OBS（Orico Business payment for SME）」を積極的に推進しています。これからも、中小企業・個人事

業主さまの会計業務DXに貢献するサービスラインナップの拡充を進めていきます。

テクノロジーが日進月歩で進化し、デジタルネイティブ世代が社会のなかでの存在感を高めてくるなかで、ペイメントシーンにお

けるお客さま体験は大きく変貌していくことでしょう。10年前にQRコード決済※がこれほど普及するとは想像できなかったよう

に、10年後のペイメント市場がどのような姿をしているのか、思い描くことは簡単ではありません。現在、キャッシュレス決済の８

割強を占めているクレジットカードもその地位を維持できないかもしれません。ただ、一つ言えることは、個人・法人ともにペイメ

ント市場におけるキャッシュレス化は進展し続けるであろうということです。FinTech企業や異業種企業の市場参入も続くで

しょう。この拡大・進化するペイメント市場において、当社は、長い経験で築き上げた国内外での決済ネットワークと信用力、高度

なセキュリティ、豊富な人材という財産を有しています。当社の経済圏において安全で安心、便利で愉しいサービスに磨きをかけ

るとともに、新規参入企業に対し必要なペイメント機能を提供することで、市場の成長から果実を得ていきたいと考えています。

中長期でのめざす姿

市場環境認識（中長期の市場変動見通し）

事業活動を通じて取り組むべき社会課題

常務執行役員

カード・ペイメント部門長　仙波 陽平

※QRコード決済とは、スマートフォンを活用したキャッシュレス決済手段です。なお、QRコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標です。
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銀行保証事業 銀行保証事業

オリコの成長戦略～事業面から～

事業を通じて全国各地の金融機関やその取引先

（個人・法人）が抱える課題解決を支援すると同

時に、地域の課題に応じた金融商品・サービスの

提供を通じて、地域経済の活性化に貢献していき

ます。

常務執行役員

金融法人部門長　笠間 仁志

1983年より金融機関と提携し、金融機関の個人向けローン保証を行っています。

当社は、保証提携で業界トップクラスの取引先数を誇り、クレジット事業で培った豊富なノウハウで、金融機関のリテール部門の

強化に寄与します。

幅広いお客さまの身近な資金ニーズ
に、タイムリーにお応えする保証提携
商品です。
極度額内で繰り返しご利用いただける
カードタイプの金融機関の「カード
ローン」を当社が保証します。

カードローン保証

資金使途が明確なお客さまのニーズ
にお応えする保証提携商品です。
マイカーローン、教育ローン、リフォー
ムローンなどの金融機関の「目的ロー
ン」を当社が保証します。

目的ローン保証

お客さまの利便性向上を目的に、金融機関の個人ローンを検討しているお客さまと金融機関を結び付けるプラットフォーム「クラウ

ドローン」向けに、当社の審査・保証ノウハウを活用した「事前審査サービス」を提供してきましたが、2022年５月、同プラットフォー

ムを運営するクラウドローン株式会社と資本提携しました。これにより更なる提携金融機関の拡大やデジタルを活用した新たな申

し込みチャネルの獲得などを進めるとともに、既述の「アキカツローン」の枠組みにもこのプラットフォームを活用しています。

幅広いお客さまの身近な資金ニーズ
にお応えする、資金使途自由な保証提
携商品です。
証書貸し付けタイプの金融機関の「フ
リーローン」を当社が保証します。

フリーローン保証

2022年度のトピックス

マーケットイン型営業の実践を通じて、28の金融機関と新たなローンの取り扱いを開始するなど、金融機関の課題解決に向け

た継続的な取組も奏功し、証書貸付取扱高の順調な拡大を背景に、保証残高は５期ぶりに前期末から増加に転じました。今後収

益力強化による増収に取り組んでいきます。

● 全国565の提携金融機関とのリレーションと全国ネットワーク
● 長年培った個人向け与信ノウハウと、AIなどを活用した与信モデルの進化
● みずほ連携も含め、金融機関やその取引先、地域の課題解決へ
のソリューション提供力

● 技術革新のスピードに合致させるIT対応力

● 金融機関の再編・統合や持株会社化によるビジネスチャンスの拡大
● ネット銀行、デジタルバンクなど、新たな業態との提携や異業
種との協業による競争力強化

● 若年層を中心とする消費行動変化

強み Strength

機会 Opportunity

課題 Weakness

脅威 Threat

当社は、40年にわたる銀行保証事業により培った与信ノウハウと、全国565の提携金融機関とのネットワークがあり、地銀・信

金・信組など業態を問わずバランスのとれた保証残高を有し、高いシェアを維持しています。引き続きお客さまに対するきめ細や

かな対応力と、銀行保証にとどまらない金融機関の経営課題への解決力を発揮することで、他社との差別化を図っていきます。

● 銀行保証

事業の特徴、市場優位性

2022年度の概況

当社は、銀行保証事業を通じて、個人ローンを提供する金融機関にとってのリスクをシェアするパートナーであると同時に、その

先にいらっしゃる個人のお客さまのニーズに合わせ、円滑な資金供与を支援することで、地域にお住まいの方々の生活に彩りを

与え、豊かにしていく役割を担っています。その役割に向けて、今次中期経営計画においては「地域を支える力になる」を事業部

門のミッションとして掲げ、事業領域の拡大や社会課題の解決にも、トライ＆エラーで取り組んでいきます。

また当社は、全国565の様々な業態・規模の金融機関と提携していますが、金融機関やその取引先、更に各地域の抱える多様な

課題に対し、タイムリーにソリューションを提供していくため、斬新なアイデアやビジネスモデルに強みを持つ事業パートナーと

の協業を行っています。金融機関を巡る環境が大きく変化するなか、更なる収益力向上に向けて、個人ローン保証のみならず、

DX推進や人材育成、業務効率化、更には取引先支援や事業領域拡大などの金融機関の経営課題に向き合い、多様なソリュー

ション提供ができる事業パートナーとして、「選ばれ続ける保証会社」をめざしています。

少子高齢化や人口減少などを背景に、高齢化が進むエリアを中心に「空き家問題」が全国的に深刻化しています。空き家の数は

増加の一途をたどっており、防災、衛生、景観などの地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしかねず、各自治体にとってもそ

の対応が大きな課題になっています。こうした社会課題の解決に向け、当社は空き家活用株式会社とともに、自治体と連携し空

き家の実態把握から利活用促進まで一気通貫でサポートすることを目的とし、地域の金融機関と協働し「アキカツローン」を商

品化の上、空き家の活用拡大に向けた枠組みを構築し、2023年３月に全国で利用可能なプラットフォームとして始動しました。

各地域の関係人口の増加を促し、ひいては地域経済の活性化へとつなげていきます。また、従来型の目的ローン商品において

も、脱炭素やSDGsなどの視点で商品開発を進めており、2022年度には株式会社愛媛銀行とSDGs対応のEVマイカーローン、教

育ローン、リフォームローンの取り扱いを開始しました。

人口減少時代に入った我が国において、シェアリングエコノミーの浸透、モノ消費からコト消費など、近年の消費行動の変化も

踏まえると、今後、個人向け無担保ローン残高が右肩上がりに増えていく環境にはありません。また、将来にわたり相続という形

を通じて、金融資産の世代間、地域間移転が進んでいくことを考えあわせると、従来型の個人ローン拡大を前提とした保証ビジ

ネスだけでは、事業としての成長余力は乏しいと言わざるを得ません。当社では、個人のライフプランや地域特性も踏まえつつ、

個人ローンを利用するお客さまにとってのニーズ対応や利便性を第一に、金融機関とともに新たな商品開発を継続するととも

に、スタートアップを含む法人向け小口ローン保証や、自治体との連携による事業者向け制度融資への保証提供など、保証事業

の領域拡大にも取り組んでいます。
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中長期でのめざす姿

事業活動を通じて取り組むべき社会課題

市場環境認識（中長期の市場変動見通し）
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オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



決済・保証事業 決済・保証事業

オリコの成長戦略～事業面から～

決済・保証事業では、中小企業・個人事業主などへ

の信用供与の拡大を図ると同時に、アセットに依

存しない非資金性ビジネスの創出を通じて、中期

経営計画の重点市場として当社の成長を牽引して

いきます。

お客さまの幅広い決済・保証ニーズにお応えすべく、家賃決済保証、売掛金決済保証など、決済・保証事業を推進しています。

未回収リスクの解消、営業の効率化、経理業務の効率化など
を目的に、商品を購入されるお取引先さまに代わって、支払
代金を立て替えるサービスです。

B2B決済サービス（売掛金決済保証）

近年の単身世帯数の増加や保証会社利用率の高まりなどを
背景に、入居者さま・不動産管理会社さまへ多様な商品・
サービスを提供し、数多くご利用いただいています。

家賃決済保証

今次中期経営計画において、重点市場と掲げた決済・保証分野の飛躍的な拡大に向け、BtoBソリューション部門を新設しました。また、

マーケットイン型営業を確立する上で、中小企業の最重要経営課題の一つである後継者不在問題の解決や加盟店の出退店ニーズなどに

対応していく上で、事業承継や不動産ソリューションの提供を開始しました。更に、みずほ銀行とタイアップし、同行の取引先である中小企

業に対して、売掛金決済保証商品やビジネスカードの提供を通じた資金繰りや業務効率化の支援に本格的に取り組んでいます。他社協業

の観点においても、クロスマート株式会社との提携による食品プラットフォームや、株式会社ライトアップとの提携による補助金・助成金

自動診断サービスの提供も開始しています。今後も、金融の枠を越えたソリューション提供を通じて、当社の成長を牽引していきます。

2022年度のトピックス

家賃決済保証の取扱高が前年比9％増となったほか、売掛金決済保証も、給油・建材・食品などの主要業種を中心に、前年比20％程度
増と取扱高は拡大基調継続。引き続きお客さまの法人間決済ニーズに対応し、事業発展を支援することで、市場を拡大していきます。

● 多様な商流・資金流に対応できる、既存４商品ラインアップ（「Ｂ２Ｂ決
済カード」「Ｂ２Ｂサポートプラン」「Ｂ２Ｂ集金制度」「スマートプラン」）

● 大量・小口の売掛金決済保証に迅速に対応できるノウハウ
● 全国の支店ネットワークやみずほフィナンシャルグループなど
のチャネルを通じた、お客さまニーズへの的確な対応力

● ヒューマンタッチポイントを維持・拡大しつつデジタルの力を
磨くことで、お客さまのDXニーズへの対応とハイブリッド営業
の実現

● 法人間取引のEC化や物流の進展に伴うメーカー・消費者間の
直接取引の増加による、決済保証ニーズの顕在化

● コロナ後の社会活動正常化に伴う、国内消費やインバウンドの
本格的な回復

● 地政学や自然災害などのリスクの高まりによる保証先顧客の業績悪化
● 少子高齢化に伴う顧客商圏の縮小
● 原材料費高騰、人件費上昇やコロナ関連融資の終了などによる
企業倒産件数の増加

● デジタル企業を始めとする新規プレイヤーの参入

強み Strength

機会 Opportunity

課題 Weakness

脅威 Threat

決済・保証事業は、データの統計的な分析を得意とするデジタル企業も複数参入する成長事業です。一方で、顧客を取巻く環境は複雑

多岐にわたり、ヒューマンタッチによる顧客理解も重要な要素です。当社は、全国の支店やみずほフィナンシャルグループ各社のネット

ワーク活用により、多様な顧客ニーズの発掘や的確な対応が可能な点において、市場優位性を持っています。また、金融事業で長年

培った高い審査能力を活かし、大口取引先から小口取引先までの多様なニーズに対応していくことで、他社との差別化を図っています。

● 家賃決済保証取扱高 ● 売掛金決済保証取扱高

事業の特徴、市場優位性

2022年度の概況

デジタル化の進展や経済活動が複雑化するなかで、事業者間の決済ニーズが多様化しています。決済・保証事業では、そうした

お客さまの多様なニーズに真摯に向き合い、快適で便利な決済手段を提供することをミッションとしています。お客さまに快適

で安全・安心で確実・便利な法人取引の環境を構築し、中小企業・個人事業主への信用供与を拡大することで、お客さまの事業

の発展やリスクコントロールに寄与します。その結果として、地域経済の活性化への貢献を果たしていきます。また、デジタルを

活用しながら、社会の変化の先を見据えた商品・サービスの提供も図ります。お客さまに寄り添い、その課題を理解していくと、

事業承継や不動産ニーズなど、これまで提供していた金融サービスの枠を超えた領域にも具体化したニーズがあることが分

かってきています。お客さまとの関係性のなかから、当社も金融の枠を超えてソリューションを提供するなどのサポートに挑戦す

ることで、2030年に向けてお客さまの良きパートナーとなっていきたいと考えます。

事業環境が厳しくなるなかで、多くの法人のお客さまは様々な課題を抱えていますが、とりわけ中堅・中小企業に共通して大きな

課題となっているのが事業承継です。経営者の高齢化に加え、過去の日本経済のなかで従業員の採用などを抑制してきた関係

から、経営幹部候補の採用が後手に回り、後継者の育成が不十分であるケースが目立ちます。加えて人口減少に伴って人員の確

保も課題となっており、そうした事情から、事業の縮小や整理を進める企業も増えてきています。当社では、決済・保証といった金

融商品・サービスの提供にとどまらず、当社が日本全国に持つお客さまとのネットワーク、みずほフィナンシャルグループや伊藤

忠商事などのパートナーのノウハウやネットワークを活用し、事業承継など、法人顧客の抱える様々な課題に対する最適なソ

リューションの提供にもチャレンジしていきます。こうした金融の枠を超えたソリューションの提供を通じて、法人顧客の課題解

決を図り、ひいては日本経済の活性化に寄与していきます。

決済・保証事業にとって、重要な要素は３つあります。１つ目は、コロナ禍を経た、人々の行動様式（モノの買い方・働き方）の大き

な変化。２つ目は、高齢化の進展に伴い、中小企業の事業承継問題の顕在化による、業界淘汰・再編の活発化。３つ目は、地政学

リスクの高まり、経済安全保障の問題、SDGs経営の実現に向けた対応、更にはデジタル化の進展に付随したサイバー攻撃への

対処など、事業の持続的発展のためのコスト増となります。当社は、これら環境変化に伴うお客さまの影響、ニーズを的確に捉え

て、最適なソリューションを提供していきます。
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常務執行役員

海外事業部門長　向井 和浩

海外事業 海外事業

オリコの成長戦略～事業面から～

海外事業は中期経営計画の「重点領域」と位置付

け、次の大きな柱として育成しています。進出国に

おける営業エリアや取扱商品の拡充などを進め、

東南アジアにおける金融商品の提供を通じて持続

可能な地域づくりに貢献します。

オートローンなどにおける日本でのトップクラスの実績とノウハウを活かし、現地ニーズに即した金融サービスの提供を通じて、

東南アジアでの新車・中古車市場の健全な発展に貢献していきます。

2021年に同国ローン会社の株式を取
得し、新車・中古車ローンを提供してい
ます。2023年から新たに「認定中古車
制度」を開始しました。

インドネシア

2015年に事業会社を設立し、バンコ
ク市をはじめ主要都市部のお客さまに
対して中古車ローンや付帯商品を提
供しています。

タイ

2023年３月よりインドネシアで「認定中古車制度」を開始しました。車検制度が限定的かつ、中古車の品質保証がない東南アジ

アで、当社が持つ中古車の審査の知見を活かして制度設計することで、中古車市場の育成とオートローンの取扱高の増加を図り

ます。また、東南アジアにおけるオートローンの取扱高をKPIとするサステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワークを信

販業界で初めて策定しました。

2019年に事業会社を設立し、マニラ
市を中心に営業ネットワークを拡げ、
お客さまに中古車ローンを提供してい
ます。

フィリピン

2022年度のトピックス

海外のオートローン事業は、コロナ禍からの経済回復や営業基盤の拡充などにより、タイ（前年比70％増）、フィリピン（同95％

増）、インドネシア（同230％増）、すべての進出国で取扱高が大幅に伸長しました。

● 日本国内で培ったオートローン事業、加盟店管理、与信・回収
ノウハウ

● 資金調達力

● 海外人材の育成
● 事業拡大に対応するリスク管理を含めた強固なガバナンス態
勢の構築

● 人口増加により購買意欲の高い中間所得層の増加、モータリ
ゼーションの加速

● アフターコロナによるデジタル化など金融包摂の進展

● お客さまの金利選好激化
● 各国監督官庁の規制変更対応に伴う負担
● 地政学リスク、市場リスクの影響
● 現地銀行などとの競合激化

強み Strength

機会 Opportunity

課題 Weakness

脅威 Threat

日本国内で培ったオートローン事業のノウハウを各国市場に適合させながら、未開拓の市場での事業規模拡大に挑戦してい

ます。

● 海外

事業の特徴、市場優位性

2022年度の概況

成長を続ける東南アジアでのオートローン事業の拡大に向け、2015年にタイにて事業を開始し、次いでフィリピン、インドネシア

に進出し８年が経過しました。進出した各国では中間所得層が増え続けており、消費も活発化しています。その環境下において、

当社としては国内で培ったオートローン事業のノウハウを活かし、営業ネットワークの拡大や取扱商品の拡充を進め、金融サー

ビスの提供力にて各国でオリコブランドの認知度を高めていきたいと考えています。また、加速度的なデジタル技術の発展や通

信インフラの整備によって金融包摂が進み、お客さまのニーズを捉えた安全・安心・便利な金融サービスを提供することで、お客

さまの豊かな人生の実現と持続可能な地域づくりに貢献することをめざしていきます。地域展開としてはベトナムを第４のオー

トローン市場と位置付けて参入の可能性を探索し、既に進出している国においてはオートローン事業のみならず新たな事業を

創出し、海外事業を更に拡大していきます。

気候変動対応がグローバルでの喫緊課題となるなか、進出する３カ国ではEVの普及に向け日本以上に積極的な取組が政府主

導で行われています。現在は韓国・中国などの自動車メーカーによるEVの投入が目立ってはいますが、今後、日本車メーカーに

よるEVの本格展開が当社海外事業にとってのEV事業への展開の機会となると考えています。アジアに安全・安心の中古車を消

費者が購入できるような市場の創出を行い、東南アジア市場で90％以上のシェアを有するクオリティの高い日本車の「リユー

ス」により、更なる自動車市場の発展に貢献したいと考え、2023年３月からインドネシアにおいて認定中古車事業を開始しまし

た。今後は中古車の個人間売買が活発な市場に対しても認定プロセスのある中古車市場の創出検討など、東南アジアの自動車

市場全体の発展に寄与する取組を進めていきます。また、当社としては国ごとに最適な金融サービスとオートローン事業以外の

新しいプロダクトを提供してお客さまの生活をより豊かにするお手伝いをしていきます。

世界の新車販売市場をみると、日本を含む先進国は2010年代から既に飽和状態である一方で、東南アジア主要５カ国において

は2030年代までGDPは年平均３%成長していくとともにEVを含め新車販売台数は大きく増加する見込みです。この増加に比

例して、消費者の所得増加による自動車の購買ニーズが高まり、オートローン市場も更に拡大していくと見通しています。ただ

し、足元では想定以上の金利上昇やインフレの進行など世界経済の減速を受け、東南アジア主要５カ国の景気減速、消費者の消

費マインド低下などによる経済動向を注視することが必要な状況です。

しかしながら、東南アジア主要５カ国のGDP成長率は緩やかながら堅調に伸長しており、またアフターコロナによる消費者の生

活スタイルが多様化するなかで、デジタル技術・インフラの飛躍的な普及により金融サービスはリープフロッグ型で進化してい

るとともに、消費者の利用が拡大しており、この流れをしっかりと捉え、顧客利便性を高めたオートローンや新商品・サービスの

提供をし続けて当社の海外事業を拡大させていきます。
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新時代の金融サービス
グループへの変革に向け
ガバナンス体制の強化を
継続していきます

松井 巖
社外取締役（監査等委員）

西野 和美
社外取締役

大庫 直樹
社外取締役（監査等委員）

――　当社は2022年度から中期経営計画
がスタートしました。その策定プロセスか
ら関わられ、中期経営計画の内容や策定
プロセスをどのように評価していますか。

松井：今回、中期経営計画策定に向けては、我々社外

取締役も交えた取締役会メンバーで、自由に意見交換

を行うオフサイトミーティングを数カ月間、集中的に

開催しました。結果として、経営陣の意見だけでなく社

外取締役との議論も盛り込んだ、新時代のオリコに相

応しい事業戦略が策定できたと思っています。新時代

の金融サービスグループへと変革していくオリコの方

向性がしっかり示されていると考えます。

西野：そうですね。策定プロセスのなかで、改めてオリ

コはどのような会社で、どうあるべきか、そしてどこに

向かうのかを、経営理念やマテリアリティを明確にし、

各事業のポジショニングや評価軸の統一化なども含

めて、我々を含めた皆で検討してきました。その結果、

デジタル化などの外的環境の変容のなかで向かうべ

き方向性が定まったと評価しています。

大庫：今回の中期経営計画策定の過程では、オフサイ

トミーティングでの議論を通じて、リスクリターンとコ

ストリターンの２つの軸で当社の事業を50以上のユ

ニットに分解し、それぞれのポジショニングを注力・維

持・縮退と明確に色分けしました。注力分野を決済・保

証、海外と示せたことも大きな前進です。加えて、デジ

タル戦略の推進に向けて、正社員のほぼ全員がデジタ

ル研修を受け、初級研修後に中級研修に進むことを

1,000人以上の社員が志願したことは、明確になった

戦略の下で、組織としてのスキル強化に社員がコミッ

トしているのだと思います。私はここに当社のポテン

シャルを感じます。

松井：マテリアリティに基づいた分析の結果、しなけれ

ばならないことを明確にし、プライオリティをつけてめ

ざす方向を可視化した素晴らしいプロセスだったと思

います。

西野：当社の経営の重要課題であるマテリアリティは

６つありますが、例えば、マテリアリティの一つ「金融ノ

ウハウの活用を通じた新たな顧客体験価値の創造」に

ついては、新たな顧客開拓という視点で、社員一人ひ

とりがデジタルに関する知見を高め、新しいサービス

を考える方向性が強化されています。もう一つのマテ

リアリティ「人材の多様性と育成および働き方改革」に

ついても、人材の力を最大限引き出すための人材配置

や報酬改定など、より働きがいのある環境づくりに向

けて具体的に動き始めています。サステナブルな社会

と当社のサステナブルな成長を両立させることをベー

スに、理念と連動した形でマテリアリティの網羅性も

担保されていると思います。

大庫：金融サービスは、収益を長期視点で考えなけれ

ばならないことに加え、例えば個品割賦とカードなど

複数のビジネスラインが重なることで発生した収益・

コストもあるため、収益管理やコスト分析などの管理

会計は容易ではありません。中期経営計画策定の前哨

戦として、財務・経理グループ長がこれまで現場を巻

き込みながらコストの分解作業に注力されていたこと

で、コストリターンとリスクリターンが算出でき、それ

をもとに注力・維持・縮退などの方針を議論すること

ができました。心を通じ合わせて一致団結するオリコ

の社風に、科学的な分析が加わり、皆で議論し合う良

いモードに入っていると思います。

松井：そうですね。中期経営計画の立案段階から深く

関与し、大きな責任を有する社外取締役として、経営

陣が中期経営計画をきちんと実践していくよう、取締

役会などを通じてしっかりと監視・モニタリングを

行っていきます。同時に、積極的に意見を述べ、オリコ

の企業価値向上に寄与したいと思います。

オリコグループではコーポレート・ガバナンスの一層の充

実をめざし、幅広い知見や経験に富んだ方々を社外取締

役として選任しています。今回、これまで取り組んできた当

社のガバナンス改革や今後の目標を率直に語っていただ

きました。

社外取締役鼎談

オリコの成長戦略
オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



――　過去のオリコと比べると、取締役会
やオフサイトミーティングなどを通じてど
のような進化を感じていますか。

大庫：私が社外取締役に就任した2014年の当時と比

べると、今では社外取締役が５名に増え、それぞれの

知見から多様な意見が出て、二重、三重に議論をし尽

くした上で正しい方向性を見出せるようになったと感

じます。取締役会資料もかなり改善されています。

西野：私は2019年からですが、分かりやすい資料を事

前にいただけるほか、大切な議案は事前にブリーフィ

ングもいただいています。また、オフサイトミーティン

グなど、様々な場で当社についての理解を深められる

機会も多く、社外取締役が意見の言いやすい風土が

醸成されています。

松井：取締役会で申し上げた意見は、真摯に受け止め

ていただき、後日、社内で再検討後、より前進した形の

議案となって承認されたケースもあります。そうする

と社外取締役としても、当社をより良い会社にしてい

こうと、更に職務にやりがいを感じますし、執行側と円

滑なコミュニケーションが取れていることが、良いシ

ナジーを生んでいるように思います。

大庫：そうですね。中期経営計画策定プロセスでも更に

透明性が高まりました。一般的には、事業の縮退の議

論は進みにくいものですが、２つの軸から縮退も覚悟

すると吞み込んだことは、大きな前進だと思います。
西野：評価できる戦略が構築できた今、今後はそこに

到達するための実行力が重要です。すでにデジタル人

材の育成や人財戦略を通じて、社員の皆さんはスキル

やモチベーションを高めています。執行側、管理職、社

員が力を合わせ、あるべき姿に向かう過程で、社外取

締役もそれぞれの専門や知見に基づいた助言などを

通じて貢献していきます。

松井：戦略を一つの志と捉え、それを実現するのが戦

術だとすると、戦術は知恵がカギとなります。当社には

真面目で努力家で意欲のある人材が多く集まってい

ますから、社員の意見や知恵を吸い上げて経営に反映

することこそが、経営の力です。最近取り組み始めた

新たな事業分野での成功事例もありますから、今後生

まれる新しいイノベーションにも期待しています。

大庫：「オリコはテックカンパニーになる」との声も耳

にします。であれば、理系人材の採用増に加え、中途採

用者やフリーランス人材など、多様なスキルやバック

グラウンドを持つ人材が活躍できるオープンな環境づ

くりも大切です。

西野：そうですね。これまでの商習慣やビジネスのやり

方にとらわれず、新しいサービス、更には新しいビジネ

スモデルを創り出すには、人材の育成や副業・兼業も

含むオープンな働き方は欠かせません。そのなかで、

次世代オリコの先進テックカンパニーとしてのビジネ

スモデルを創り出すことを期待しています。

――　当社のガバナンス体制については
どのように評価していますか。

松井：昨年６月に監査等委員会設置会社へと移行し、

執行による攻めのガバナンスと監査等委員会を中心

とする守りのガバナンスが強力に組み合わさる強固な

ガバナンス体制になりました。社外取締役３名と常勤

社内取締役２名の計５名から成る監査等委員会は、内

との関係性であり、東証プライム市場上場企業として

独立しながらも協調・連携する新たな関係を構築して

いくことが必要です。

松井：当社は長い歴史を持ち、社会的に高い信用の認

められた会社ですけれども、それゆえに、逆に大きな

前例や様々なしがらみに縛られる恐れがないとは言え

ません。しかしながら、今オリコに求められるのはまさ

に「 Transformation Now! 」なのです。私たち社外

取締役は現在の中期経営計画の立案段階から深く関

与しており、その意味で大きな責任を有しているもの

ですから、経営陣がこの中期経営計画をきちんと実践

していくよう、取締役会などを通じて、監視・モニタリ

ングするとともに、積極的に意見を述べ、それによって

当社の企業価値向上に寄与していくことが求められて

いると思います。

社外取締役の基本的立ち位置は、経営に対するモニタ

リングが中心であり、執行側とは良い意味の緊張感を

持った関係を維持していきます。加えて広くステーク

ホルダーの目線で執行側の経営判断に意見を述べる

ことも社外取締役の役目ですが、当社はそれぞれ素晴

らしいスキルを持つ社外取締役で構成されており、す

べての社外取締役の持てる力を結集することにより、

当社の素晴らしい力になります。私自身は法律の専門

家として、特に会社不祥事や企業の危機管理などの

観点から、引き続き目を光らせていきたいと思ってい

ます。

部統制部門からの情報を通じた組織監査と、常勤監

査等委員の実査も併せて行うことで、監査の効果を上

げるべく努めています。ガバナンス体制変更後、一年

で、制度がめざすところのガバナンス強化の実践が図

られたと評価しています。

大庫：執行と監督の分離によって、代表取締役社長に

よる決定事項が増えたことで意思決定の迅速化が図

られたほか、取締役会での議論の内容が重要案件に

集中し、より中長期を見据えた議論も増えてきました。

大きく経営のモードが変わったと感じています。

松井：リスク管理、コンプライアンス、内部監査など、こ

れまで以上に中身がよく見えるようになったほか、取

締役会以外の場でも取締役とコミュニケーションを取

る機会が増え、経営の妥当性を監査する上で役立って

います。

西野：当社の監査はこれまでも監査役がしっかり進め

てきていましたが、監査等委員会に移行後は監査等委

員会が経営の妥当性評価についても踏み込んで実施

し、詳細かつ独立性を担保した経営の監督ができてい

ると思っています。また社外取締役が増えたことで、取

締役会の多様性拡充につながっています。

――　最後に、ステークホルダーの皆様に
向けて、一言お願いします。

西野：社外取締役の役割は、それぞれが社外の環境で

培った知見や経験をもとに、客観的な観点から、当社

の将来のために自分なりの意見を出していくことだと

考えています。経営学やビジネスモデルを専門とする

立場として、そして専門ではないものの一女性として、

女性管理職比率の向上などの課題なども含め、当社の

より良い将来に向けて貢献していきたいと思います。

大庫：社外取締役として10年目に突入し、独立性が薄

れてきつつあるなかで、私はこれから先の10年に向け

た引き継ぎの意味も込めて、自身のネットワークも活

かしながら、新しい事業分野やDXなどを支援してい

きたいと思います。この１年の重要課題は、みずほ銀行

社外取締役鼎談
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男性の育児休業取得の促進
性別に関わらず仕事と家庭の両立がで
きる社会をめざし、男性の育児休業取得
率100％を実現

人材の多様性と育成
および働き方改革

持続可能な地域づくりへの貢献

脱炭素・循環型社会実現への
貢献

金融ノウハウの活用を通じた
新たな顧客体験価値の創造

安全・安心で利便性の高い
キャッシュレス社会実現への貢献

サステナビリティ目標と実績

・DX推進人材として3,208人が認定を
受け、３年後の目標を前倒しで達成

・有給休暇取得率69.4%
労働時間削減に向けた協議会を年
２回各組織にて実施

DX素養を有する人材 （DX推進人材）の拡大
・DX人材育成プログラム構築
・DXカルチャーの醸成

DX素養を有する人材（DX推進人材）を
3,000人に拡大

・社員エンゲージメントスコアB
・所属長を対象にしたサーベイ結果共有会、
アクションプラン担当者ミーティングを開催

サーベイを活用した社員エンゲージメント向上
社員エンゲージメントスコアBBBへ向上
（AAA-DDの11ランク中３ランクアッ
プ）

・女性管理職比率
課長クラス以上26.2％
部室長相当職6.7％
・女性社員を対象としたリーダー
シップ強化研修を実施

・男性の育児休業取得率102%
出生後に該当者と所属長に育児休
業取得を奨励

多様性を活かす取組を推進すること
で、社員一人ひとりが生き生きと働
ける環境を整備します

・管理職候補層の意識改革
・女性が活躍できる環境の整備

個性ある多様な人材が活躍する組織を
めざし女性活躍を推進
・女性管理職比率（課長クラス以上）
2024年度目標：27%以上
2026年度目標：30%以上
・女性管理職比率（部室長相当職）
2024年度目標：９%以上
2026年度目標：12%以上

多様な人材が活躍できる環境の
整備

・参加者80人
・社内公募にスタートアップ企業な
どでの社外副業やレンタル移籍、社
外・海外トレーニーを追加

多様な学びの機会と場の提供を通
じて、あらゆる場面で活躍できる社
員を育成します

挑戦意欲に応える施策の拡充
・他社の海外・デジタル部門などで鍛錬する場の提供
・副業・レンタル移籍を通じた社外での就業機会の提供
・社内公募

スタートアップ企業での副業やトレー
ニーを含めた社内外での新たな経験付
与プログラムに３年間で200人参加社員一人ひとりの挑戦意欲に

応える、自律的なキャリア形成
支援策の拡充

ワーク・ライフ・バランスの推進

・６金融機関（愛媛銀行、宮城県下３
信組、紀陽銀行、京葉銀行）と提携
・地域の課題解決につながるサステ
ナブル商品を提供

地域の課題に応じた金融商品・サー
ビスの提供を通じて地方創生に貢献
します

金融機関と連携したサステナブル商品の開発
（脱炭素型多目的ローンなど）

地域の課題解決につながるサステナブル
商品を開発し10以上の金融機関と提携 

地域金融機関との協業を通じた
サステナブル商品の提供

・売掛金決済保証取扱高2,376億円※
・みずほエンゲージメントオフィスと
のアライアンス開始および営業店
での取組強化実施

安心して取引できる企業間取引環境
を提供し、中小企業・個人事業主の
サポートを通じて地域経済活性化に
貢献します

売掛金決済保証事業拡大
・保証ファクタリングの本格展開と買取ファクタリングの開発、リ
リース
・「スマートプラン（債権譲渡型）」の商品改良による大型提携先の開拓

地域社会における信用仲介機能の更な
る充実に向け売掛金決済保証取扱高を
3,000億円へ拡大

中小企業・個人事業主などへの
信用供与拡大

・取扱高900億円
・新規利用件数約4万件

国ごとに最適なサービスを提供し、
東南アジアにおける自動車市場の発
展に貢献します

オートローンビジネスの拡大
・各国の市場動向を見据え、拠点展開によるマーケット拡大

・豊かな市民生活の実現に向け取扱高
1,335億円に拡大
・オートローンなど利用件数6.5万件へ拡大

強みを活かした東南アジアに
おける金融商品の提供

①CO2削減量
124t相当/年の紙の削減
②コピー用紙購入量
2021年度比8.3％削減

当社グループ全体で限りある資源の
有効活用を推進することで循環型社
会に寄与します

①デジタル化による紙の使用量削減
（申込書・コピー帳票800種、カード発券封入物、事業性商品
契約書、経理帳票）
②当社グループ全体のコピー用紙購入量削減

①CO2削減量
800t相当/年の紙の削減
②コピー用紙購入量 　
2021年度比15％削減

業務プロセスにおける
ペーパーレス化の推進

① エコカー比率45.7％
② 総台数1.4％縮減
③ 自社ビルにおけるLED照明への
切替や高効率空調設備機器への
更新などを実施

温室効果ガス排出量の抑制とエネル
ギー使用量の削減を通じて、脱炭素
社会へ貢献します

①社有車のエコカー（EV・FCV・HV・低燃費車両）への切替を促進
②社有車総台数の削減
・エコカー切替や社有車削減によるガソリン使用量削減、オンライ
ン営業の推進などによる走行距離削減にてCO2排出量を削減

③エネルギー使用量の削減
・省エネ、再エネ機器の更なる導入
・自社ビルでの省エネ機器更新
・再生可能エネルギー・再エネ機器導入の検討

①社有車の100%エコカー化に向けた
切替推進、エコカー比率75％以上
②総台数10％縮減
③エネルギー使用量2021年度比3％削
減（原単位ベース）

事業運営における温室効果ガス
排出量の抑制およびエネルギー
使用量の削減

・クレジットカード自動化率41.7%
・合計自動化率21.5%
・利便性向上を目的としたSMS確認
の対象加盟店を拡大

業務の自動化の推進により、お客さ
まの利便性向上および高品質な
サービスを提供するとともに、生産
性の向上を実現します

・申込Web化、自動審査などの推進
・お客さま接点のデジタル化
（SMSによる契約意思確認、各種案内のデジタル化など）
・クレジットカードにおけるAI与信の高度化

質の高いサービスの提供およびお客さ
まの利便性向上に向け、受付・審査業務
の完全自動化率の倍増
・クレジットカード自動化率80%以上
・合計自動化率40%以上

審査業務の自動化

・カードショッピング取扱高2.9兆円
・IP・エンタメ（キャラクター券面・POD）
業界をターゲットに提携カードを推進

クレジットカードの利用拡大を通じ
たキャッシュレス決済推進により消
費者の利便性向上に寄与します

・クレジットカード会員基盤拡充
・デビットカードの推進強化
・アクワイアリングの推進強化

日本における2025年キャッシュレス比
率40％の実現に向けて、カードショッピ
ング取扱高を3.5兆円へ拡大

クレジットカードの利用拡大

有給休暇取得率向上などを通じた総労働時間の適正化
ワーク・ライフ・バランスの定着化に向
けて有給休暇取得率70%以上を実現

メリハリのある働き方を推進し、社員
のやりがいを高め生産性を向上します

マテリアリティ 取組項目 取組内容 KPI（2024年度） SDGs 実現すべき社会価値／企業価値 2022年度の成果・実績

※クレジットカードによる売掛金決済保証取扱高を含みます。
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マテリアリティ

安全・安心で利便性の高い
キャッシュレス社会実現への貢献

1

クレジットカードの利用拡大

当社は、法人・個人事業主の皆様に事業費決済に便利なクレジットカードやローンカードを提供しています。SME（Small and 

Medium-sized Enterprise）市場でのビジネスカードの利用は出張費・接待費などの経費処理に偏っており、仕入れ資金など

の事業者間決済への利用拡大は業界全体の課題となっています。そのような状況のなかで「請求書カード払い」事業者※2の登

場により、バイヤーはカードの取り扱いをしていないサプライヤーに対するカード決済が可能となりました。

当社は、多くの「請求書カード払い」事業者とのアクワイアリング提携をするとともに、2023年４月より「OBS（Orico Business 

payment for SME）」の取り扱いを開始し、ビジネスカードの付加価値を高める取組を行っています。

ビジネスカードの利用拡大

新たなキャッシュレス決済サービスの提供

デジタル技術を活用したクレジットカード不正利用対策の強化

● カードショッピング取扱高の推移

● OBS決済フロー

カード発行・請求 カード申込・利用

バイヤー
オリコ
OBS サプライヤー

イシュア アクワイアラ

調査・管理・精算 加盟店契約

契約関係無し

決済金額精算

OBSサービス利用契約
支払代行

カード払い

国際ブランド

21
8

17
2

● クレジットカード業界の不正被害額の推移
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番号盗用 偽造 その他不正

※3 PCIDSS：Payment Card Industry Data Security 
Standardの略。カード会員情報の保護を目的として
策定されたカード情報セキュリティの国際統一基準

※4 DMARC：Domain-based Message Authentication, 
Reporting, and Conformanceの略。電子メールにお
ける送信ドメイン認証技術

一般社団法人日本クレジット協会調査
※端数調整のため合計が合わない場合があります。

※1 オンデマンド印刷：少数ロットでもカードを容易に発行
することが可能となる印刷技術

当社は、キャッシュレス社会の実現に向けて、お客さまの利便性と安

全性の向上を目的とした多種多様なプラットフォーム化の実現に向

けて取り組んでいます。 

お客さまのスマートフォンアプリ（提携先／当社）で、クレジットカー 

ド入会におけるお申込み手続きの開始から、QRコードでの決済まで

すぐに完了するデジタル決済スキームを導入しました。これにより、ク

レジットカードの受け取りを待たず（後日郵便でお届け）、提携先のお

店でお買い物をしたいというお客さまのニーズにお応えします。

また、当社は改正割賦販売法（2021年４月施行）により新設された「認

定包括信用購入あっせん業者」の認定を2023年６月に取得しました。

これにより、お申込時の大幅な入力項目の削減と審査を自動化するこ

とで審査時間の短縮を実現します。

今後は、入会手続き完了後からeオリコ、スマートフォンアプリでカー

ド情報がいつでも確認でき、オンラインショッピングや実店舗での非

接触決済がご利用できるデジタルカードについても導入準備を進め

ています。

当社は、様々な不正アクセスからクレジットカード情報を保護し、盗用

などによる不正利用対策を強化するため、クレジットカード情報を保

有するシステムについてPCIDSS※3認証の取得を推進し、リスクに応

じたセキュリティ対策を講じています。

更に、近時急増しているクレジットカード情報のフィッシングへの対

策を強化するため、セキュリティベンダーなどと協働して、フィッシン

グサイトの早期検知および閉鎖に向けた態勢を整備するとともに、当

社を騙る「なりすましメール」への対策として、メール認証技術

（DMARC※4）の導入を進めています。

2023年６月には、新たに不正検知システム「IFINDS」をリリースしま

した。従来の24時間365日の監視体制に加え、不正傾向の継続的学習

や大量取引データの早く正確な分析など、AIの特性を活かしたより高

度な不正検知システムを導入し、第三者による不正利用を事前に検

知できる態勢を整えています。

当社は、国内の様々な企業・団体などと提携しながらお客さまニーズ

に即した利便性の高いカードなどを数多く展開し、会員拡大に向けた

取組を継続しています。コロナ渦により求められているコンタクトレス

決済については、「iD」と「QUICPay」、「Apple Pay（QUICPay）」の

取り扱いに加え、国際ブランドが推進する「タッチ決済」を搭載したク

レジットカードを発行しています。 

また、クレジットカード番号などの裏面表示によりデザイン性の向上と

カード情報盗み見リスクの軽減を実現し、「オンデマンド印刷※1」技術

の導入によりお客さまがデザインを選べる楽しみを演出しています。

これからも、新しい生活様式のもとで多様化するニーズを先取りした

魅力的なサービスを提供していきます。

※2 「請求書カード払い」事業者の呼称としてVisaは「BPSP」、Mastercardは「BPAP」、JCBは「BBPS」

● 新たなキャッシュレス決済イメージ

デジタルカード
発行

デジタル決済
（即時決済）

従来の
プラスチックカード
も継続提供

提携先利用
（コード決済）
提携カード利用

判定/
分割払いを実現

提携先or他店利用
（コンタクトレス or EC決済）

提携先or他店利用
（カード決済）

決済用
コード表示

決済
ボタン押下

売買契約（債権債務契約）
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クラウドローン提携の
保証会社が事前審査

ユーザー

銀行

銀行

銀行
希望の金額 金利が安い 家の近くの銀行

お客さまに一番合った条件で申し込むことが可能です

借
り
ら
れ
る
提
案
が
届
く

マテリアリティ

金融ノウハウの活用を通じた
新たな顧客体験価値の創造

当社は、デジタル技術とデータを活用し、お客さまの課題解決に繋がる

商品・サービスを生み出すことで、新たなお客さま体験を提供し続ける

企業をめざしています。当社の持つ金融サービスのノウハウや知見と、

ベンチャー企業のデジタル技術やビジネスモデルを掛け合わせ、お客さ

まに新たな価値を提供していくため、「Orico Digital Fund」の出資機

能を活用し、先端テクノロジー企業やベンチャー企業との協業や資本

業務提携などを進めています。また、メタバースをはじめとするデジタ

ル技術の研究を行い、オープンイノベーションに必要な基盤の構築に

も取り組んでいます。 当社は、お客さまの利益や利便性向上を実現し、

社会や環境への貢献に繋がる取組を進めていきます。

2022年６月、当社は、デジタルコンテンツ市場における事業拡大に向

けて、ライブ配信プラットフォームなどを展開するSHOWROOM株式

会社（以下、同社）と資本業務提携をしました。当社は、新たな金融サー

ビス提供をめざし、同社が培ってきたライブ配信ノウハウと当社の金

融サービスを掛け合わせ、デジタルコンテンツの視聴者やライブ配信

者に対するサービス提供、当社加盟店のデジタル化を支援する取組を

模索し、第一弾として、2023年６月、同社のデジタルコンテンツを視聴

するお客さまに対して、「SHOWROOM CARD」の発行を開始しまし

た。これまでの金融サービスの提供に留まらず、お客さまへ新たな体験

価値の提供に向けて引き続き取り組んでいきます。

SHOWROOMとの資本業務提携

デジタル技術を活用したお客さま体験価値の提供

2

● オープンイノベーションによる新たな
 ビジネスモデルの創出

● SHOWROOM CARD ● 会員分析結果提供イメージ

● クラウドローンのイメージ

外部企業と接続し、新たなサービスを提供 当社は、「O-Lai！」（長期自動車保険付きオートローン）の申込システ

ムにおいて、ビジネスモデル特許を取得しました。

「O-Lai！」は、長期一括払自動車保険をオートローンに組込み、「ご利

用期間中の自動車保険の契約更新手続きが不要」、「万が一の事故で

も契約の満期まで保険料の増額無し」、「車両購入代金と自動車保険

料のお支払いの一本化」を実現したローン商品です。本申込システム

を活用することで、自動車保険の分割払いの申込手続きとオートロー

ンの申込手続きを簡素化することが可能となります。当社は、お客さま

や加盟店の利便性向上に貢献し、新たなお客さま体験価値の創造に

取り組んでいきます。

長期自動車保険付きオートローン「O-Lai！」

オープンイノベーション基盤

オリコデジタルファンド

スタートアップ
企業

ベンチャー
キャピタル

FinTech
企業 など

当社は、これまでに培った、情報の可視化やスコアリングモデル構築

など、データ利用のノウハウを活かし、新たな事業領域として外部企

業向けにデータ分析サービスを提供しています。分析には国勢調査な

どのオープンデータや位置情報データ、クレジットカードなどの利用

情報を統計処理することにより、個人が特定できない形で活用してい

ます。多くの企業が課題としている「顧客理解」や「効果的プロモー

ション」「競合店分析」といったマーケティングの課題解決を支援し、

顧客数アップや売上向上、効率的なお客さまコミュニケーションのサ

ポートを通じて、お取引先さまの次の成長に繋がるサービスの提供を

めざしています。

データビジネスへの取組

当社は、個人向け融資保証の新たな取組として、FinTech企業と連携

した新たなサービスの提供を行っています。

クラウドローン株式会社を通じて借入を希望のお客さまに対し、当社

は、保証会社として事前審査を行います。その結果を受け、提携金融

機関からお客さまに借入条件の提案が届くサービスとなります。金融

機関とお客さまの間に存在する情報の非対称性を解消していくこと

で、お客さまの利益および体験価値向上に繋がるものとなります。お

客さま起点のサービス拡大に向けて、今後もFinTech企業との連携を

進めていきます。

金融機関との連携による新たな金融サービスの開発

● 「O-Lai！」の仕組み

ローン支払い（車両代）

任意保険料

毎年更新の自動車保険の場合
（通常、事故などを起こした場合、翌年から保険料が上がります）

ローン支払い
（車両代・任意保険料）

「O-Lai！」の場合
ローンとして毎月定額のご負担となります。（契約時の内容変更などを除く）

自動車保険の
更新手続き不要

保険料

保険料分
のローン

車両代分
のローン

車両代分
のローン

当社は、お客さまに対する業務品質と応対スピードを向上させるた

め、デジタル技術を活用した業務自動化の一環として、AIによる与信

スコアリングモデルの高度化と、不正申込検知の精緻化などにより、

審査業務の自動化を進めました。また、電話を使った契約内容確認業

務は、SMS（ショートメッセージサービス）確認業務への移行を促進

し、24時間、Webで確認可能となり、申し込みから契約までの時間を

短縮することで、お客さまの利便性を格段に向上させました。これから

も、自動化を進めることで、新たな体験価値を提供していきます。

審査業務の自動化 ● 審査フローのイメージ

基本属性や、会員数の推移などの分析結果を可視化し
プロモーションに活かせる情報を提供します

年代

職種

年収

性別

会員数推移 会員居住地分布

基
本
属
性

店舗A（貴社）

MAP

クレジット契約お申込

審査

SMS受信（ショートメッセージサービス）

契約内容確認（専用サイト）

ご契約完了　承認番号ご確認

（ファンシー） （ポップ）

（シンプル）

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション
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● エネルギー使用量 ※省エネ法に基づいて算出
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マテリアリティ

脱炭素・循環型社会実現への貢献

当社は、自社ビルにおける空調機など主要機器の環境負荷に配慮し

た省エネ機器への更新や、照明機器のLED化などを順次進めた結果、

2022年度のエネルギー使用量は、2021年度対比10.1％の削減とな

りました。また、社有車のエコカー化（HV、低燃費車両）促進および総

台数の削減によるガソリン使用量の削減や、オンライン営業推進によ

る走行距離の削減などによりCO2排出量を削減しています。2023年

度は再生可能エネルギー導入の検討など、更なるエネルギー使用量

削減に向けて取り組んでいきます。

当社は、社内外の使用文書をペーパーレス化する取組を進めており、

従前に実施したクレジットカード利用明細書に続き、2022年には

ショッピングチケット方式と売掛金決済保証の利用明細書をWeb明

細化し、約200種類の処理伝票についてもデジタル化を実施しました。

これらの活動により、当社グループ全体で約124tのCO2削減を実現し

ました。また、リモート会議の推進や社員の環境意識醸成などにより、

2022年度におけるコピー用紙の購入量は前年比で8.3%減少となりま

した。

当社は、補助金などの充当による一部繰り上げ返済が可能なリフォー

ムローンの対象に蓄電池などを加え、お客さまの利便性向上を図り、

太陽光発電システムの普及に寄与してきました。また、V2H、省エネ設

備に係るローン商品の開発において、常に市場のニーズを先取りする

取組を行い、伊藤忠オリコ保険サービス（株）との提携によりリフォー

ムローンに付帯する太陽光発電システム延長保証制度を実現しまし

た。今後も政府が推奨する太陽光発電と蓄電池などを活用した電力

の自家消費や、既存住宅の断熱性能向上を目的としたリフォーム工事

における分割ニーズに応えるローンの更なる普及により、CO2の削減

や省エネルギーの実現に向けて、これからも取り組んでいきます。

当社は、2022年11月に脱炭素につながる新たなビジネス機会の創出や

持続可能な地域づくりの実現などを目的として、新たな出資枠「Orico 

Sustainability Fund」を組成し、その第1号案件としてEV（電気自動

車）ファブレスメーカー※であるASF株式会社と、カーボンニュートラル

社会の実現につながる新たなビジネス創出を目的として資本業務提携

を行いました。同社は異なる企業が各自の得意分野を活かして協力す

る“水平分業型”のサプライチェーンを採用しており、当社は、ファイナン

スパートナー企業として協業しました。今後は当社ネットワークを通じ

て、全国の加盟店、お客さまへコストパフォーマンスに優れた同社のEV

を提供し、EV市場の拡大に貢献していきます。

※ファブレスメーカー：自社工場を持たないメーカー

事業運営における温室効果ガスおよびエネルギー使用量削減への取組

業務プロセスにおけるペーパーレス化の推進

CO2削減や省エネルギーの実現に向けた取組の促進

スタートアップ企業との協業によるEV市場拡大への貢献

3

当社は、クリーンエネルギー自動車（CEV）とV２Hを含む充電設備の

セットローンスキームを組成し、2023年2月より一部加盟店において

試行導入を開始しました。自動車市場は今後「EV化」が進むと予想さ

れますが、安心してCEVを購入する上では充電設備などの確保が必

要となる場合があります。今まで CEV ・充電設備を分けてローンを取

り扱っていましたが、今後はお支払いをまとめるだけではなく、CEV補

助金の先入れやスポット返済など、お客さま・加盟店のニーズに幅広

く対応することが可能となります。本スキームを通じて、CEVおよび充

電設備の普及支援、CO2削減や省エネルギー促進など脱炭素・循環

型社会実現への貢献に取り組んでいきます。

CEVの普及促進に向けた新商品の取り扱いを開始

当社は、2022年５月、モビリティ業界やリチウムイオン電池などのサプライチェーンにおけるブロックチェーン

技術の推進と標準規格策定を行うMobility Open Blockchain Initiative（本拠地：米国カリフォルニア州、代

表：Chris Ballinger、Tram Vo、以下「MOBI」）へ加盟しました。MOBIでの活動（モビリティ領域におけるブ

ロックチェーン技術を活用したビジネスモデルの研究、業界ルール形成や標準規格の策定など）を通じ、脱炭

素社会へのトランジションを促進し、脱炭素社会と循環型エネルギー社会の実現をめざしていきます。

MOBIへの加盟

9.2
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（年度）

オリコ グループ会社合計

● コピー用紙購入量の推移
● CEVセットローンのお支払いイメージ

● EVのデリバリーイメージ

CEV+充電設備
セットローン

充電設備CEV

補助金が入金されれば、こんなことも可能です。

▲
支払開始

CEV補助金入金!

充電設備補助金
入金!

▲
支払終了

回数そのまま月々支払い額ダウン、
月々支払い額そのままで支払い期間短
縮も可能です!

住宅ローンのように、スポット返済も可能です。

▲
支払開始

まとめ払いで
短縮 !

▲
支払終了

回数そのまま月々支払い額ダウン、
月々支払い額そのままで支払い期間短
縮も可能です!

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



気候変動への取組

マテリアリティ

脱炭素・循環型社会実現への貢献

3

当社は、経営の透明性やステークホルダーに対する公正性を確保し、かつ、迅速・果断な意思決定が重要であると考えており、当

社の経営環境を踏まえ、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいます。

気候変動関連のリスクや機会を含む事業戦略などについては、その重要性を鑑み、取締役社長を委員長とするサステナビリティ

委員会にて審議・報告する体制を整備しています。加えて、気候変動関連のリスクや機会を含む事業戦略などの検討状況は定期

的に取締役会に報告しています。

当社は、気候変動の影響を直接的に受ける事業場の利権などは保有しておらず、また、大規模災害などの緊急事態を想定した事

業継続計画の策定やBCP訓練などを行っていることから、事業継続リスクの影響は限定的と認識しています。

しかしながら、気候変動が事業や社会に与える影響、また政策や産業界の取組が急加速していることなどに鑑み、「気候変動など

に関する新たな規制の導入・変更や技術革新などによる事業への影響」を重要なリスクと認識し、「トップリスク」の一つとして選

定しモニタリングを強化するとともに、管理状況を総合リスク管理委員会や取締役会などに報告しています。

ガバナンス

リスクマネジメント

2016年に発効したパリ協定を契機に、企業に対する気候変動リスクへの対応、脱炭素経営の要請が急速に高まっています。

当社では、台風・豪雨などの異常気象の激化や脱炭素社会への移行に伴う影響を重大なリスクと認識しています。また、優先的に取り

組むべき課題であるマテリアリティの一つに「脱炭素・循環型社会実現への貢献」を掲げ、コアビジネスで培った事業ノウハウの活用や

新たなビジネス機会の創出などによって、その実現に向けた取組を進めています。

TCFD提言が推奨する「ガバナンス」「リスクマネジメント」「指標と目標」「戦略」の項目ごとの開示は以下のとおりです。

当社は、TCFD提言を踏まえ、気候変動に関するリスク・機会の把握につながる指標として、GHGプロトコルに則りScope1/2/3

のCO2排出量の把握に取り組んでいます。

なお、当社における直近３カ年の排出量および削減目標は以下のとおりです。引き続き当社は、パリ協定で示された気温上昇を

1.5℃に抑えることや、日本政府が掲げる2050年にネットゼロ達成に貢献すべく、排出量削減に向けた取組を進めていきます。

指標と目標

戦略

削減目標 2020年比  2030年削減目標  Scope1およびScope2 を42%、 Scope3を25%削減

高中
中
長
期

低大中
期

低中
中
長
期

取扱高
＋約8,700億円

金融費用
△約１億円

取扱高 
＋約1,500億円

環境商材ニーズ（与信・
販売両面）の充足
当社商品の差別化（環境
商材セット販売など）
社会貢献カードの提携
先拡充

投資家に評価されるKPI
の設定
ESG格付の向上

防災・減災資金需要への
速やかな対応
自治体とのコラボレー
ション

規制当局の動向や消費
者意識・行動が、環境・
社会意識の高まりによ
り、エシカル消費の機
運が高まる

消費者・金融機関・機関
投資家のグリーンソー
シャル面における要求
の高まりにより、サステ
ナブルファイナンスの
重要性が増加

風水害増加による防
災・減災へのファイナン
ス需要増

環境やエシカルに配慮した
商材への消費者意識のシフ
トにより、太陽光発電・V2H、
社会貢献カードなどの商品・
サービスの需要が増加し、当
社の取扱高が増加

ESG投資の拡大を受け、サ
ステナビリティ・リンク・ロー
ン/ボンドなどの新たな資金
調達手段を活用することで、
金融費用減少の可能性が高
まる

防災・減災関連の需要が増
え、当社の支援の機会が増
す。ステークホルダーの災害
耐性が増し、当社の事業継
続性も高まる

機会
（市場）

機会
（市場）

機会
（市場）

̶大
中
長
期

̶
MOBIなどを通じた適正
な中古EV流通市場の形
成

中古EVの価値が適正
に評価され（市場形
成）、EVを保有すること
が進む（消費者の行動
変容）

EVバッテリーの査定方法が
確立され、中古EVの価値が
正しく評価されることで、当
社が高いシェアを持つ中古
車市場にEVが流入し、国内
外において取扱高が増加

機会
（市場）

低小
中
長
期

営業収益
△約５億円

（１日ダウンを想定）
災害時の業務継続対応

風水害など災害多発に
よる事業継続リスクの
増大
※4℃シナリオに準拠

当社データセンターが停電
などに発展した場合に、事
業継続リスクが増大

物理
リスク

低中
中
長
期

経常利益
△約15億円

エネルギー排出量削減
再生可能エネルギー導入
高効率の省エネ機器導入
証書・クレジット購入

2050年カーボンニュー
トラル（ネットゼロ）を
めざす政府方針により
炭素税が更に課税され
る

炭素税導入による事業コスト
増

移行
リスク

高中中
期

金融費用
＋約45億円

ESG調達の実施継続
各種開示物などで、当社
のESGへの意識の高さ
や取組をPR

機関投資家などのソー
シャル面における要求
の高まりにより、サステ
ナブルファイナンスの重
要性が増加

ガソリン車のオートローンを
取り扱う当社のイメージや評
価が悪化し、資金調達コストが
高まる

移行
リスク

低大
中
長
期

取扱高
△約1,300億円

新車EV・海外EV・EV
リース取扱高の拡大
MOBIなどを通じた適正
な中古EV流通市場の形
成

当局の規制および消費
者の嗜好の変化によ
り、EVシフトが進展し、
ガソリン新車および中
古車市場が縮小

ガソリン中古車オートロー
ンの取扱高が減少

移行
リスク

ガソリン中古車
リスク

サステナビリティ
対応遅延による
調達コスト増
リスク

炭素税の導入

台風・豪雨などの
異常気象の
増加による
事業継続リスク

中古EV市場の
形成

エシカルシフト

サステナビリティ
対応充実による
調達コスト減

防災・減災需要

対応策影響額
 （期間内合計）オリコのリスク・機会

影
響
度

発
生
可
能
性

分類 シナリオ名 外部環境の変化
時
間
軸

カテゴリー６  出張、カテゴリー７  雇用者の通勤Scope3

16,056 15,977 14,915

2,690 2,632 2,469

他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出Scope2

事業者自らによる温室効果ガスの直接排出 Scope1

2022年度排出量
（t-CO2）

2021年度排出量
（t-CO2）

2020年度排出量
（t-CO2）カテゴリ

2,971 2,951 2,905

10,395 10,394 9,541

計

当社は、今次中期経営計画において、サステナビリティを経営戦略の上位概念と位置付けています。そのなかで、10年後のめざす

社会・めざす姿の実現に向けて、優先すべきマテリアリティを定め、バックキャスティングの考えのもと、気候変動を含めた社会課

題解決への貢献に向けて取組を進めています。

気候変動が当社に与えうる影響について、TCFD提言に則り、分析した具体的なシナリオ、その対応策は以下のとおりです。

気候変動への取組に関する詳しい情報はWebサイトに掲載しています。
https://orico.jp/tcfd

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



マテリアリティ

持続可能な地域づくりへの貢献

当社は、東南アジアにおける自動車市場の発展と人々の豊かな暮らし

の実現に向けて、タイ・フィリピン・インドネシアの３カ国でオートロー

ン事業を展開しています。日本国内のオートローン事業で培った知

見・ノウハウを活かした金融サービスを展開し、2022年度は取扱高

900億円、営業資産残高1,403億円まで拡大、また2023年３月にはイ

ンドネシアにおいて認定中古車事業を開始しました。東南アジアにお

いても、デジタル技術の進展とアフターコロナによってゲームチェン

ジや消費者の生活スタイルの多様化が進んでおり、オートローン事業

に留まらず、最適な金融・決済サービスを提供していくことで、持続可

能な地域づくりに貢献していきます。

当社は、2015年より中小企業や個人事業主向けに小口リース保証事

業を開始しました。事業開始時より目まぐるしい経営環境の変化もあ

りましたが、2022年度には、リース営業資産700億円、契約件数８万

６千件、新規契約高実績も300億円を超えており、業界でのプレゼン

スを有しています。また、全国の加盟店の設備投資ニーズに対応した、

「OBLダイレクトリース」においては、現在、自動車整備機器やLEDな

どの環境商材を中心に年間4億円超の取扱実績となっています。当社

の金融商品を通じて加盟店であるそれぞれの事業に挑戦する多くの

中小企業や個人事業主の設備投資ニーズの充足を行うことで地域経

済を活性化し、持続可能な地域づくりに貢献しています。

オリコの強みを活かした東南アジアにおける金融商品の提供 金融商品を通じた中小企業・個人事業主の支援による地域経済活性化

当社は、中小企業や個人事業主にとって、最適な企業間決済環境を提

供すべく、多彩な売掛金決済保証サービスを展開し、多くの中小企業

や個人事業主にご利用いただいています（取扱高2022年度2,376億円

前年比16.7％増）。現在、少子高齢化による人手不足、地政学リスクの

高まりなど複雑化する社会情勢を背景に、企業間決済における業務の

効率化や売掛金回収保全ニーズは高まっており、今後もますますの市

場拡大が予想されます。当社は、みずほ・地域金融機関などとも連携し

て、中小企業や個人事業主の事業の特徴や経営課題に最も適した売掛

金保証などのサービスを提供することを通じて、安定した企業間決済

環境、業務効率化を実現し、地域経済の活性化に貢献しています。

中小企業・個人事業主などへの信用供与拡大

昨今の「空き家問題」の発生要因の一つとして、耐用年数が短い古い

家屋の購入やリフォーム費用に対応できる金融商品が僅かしかない

ことから、購入希望者がいるものの実際の購入には至らないという事

象が発生していました。このような状況を踏まえ、当社は、自治体と連

携した空き家データを保有し、空き家利活用サービスを提供する空き

家活用株式会社および全国の地域金融機関と協働し、空き家を対象

としたローンの商品化に至りました。少子高齢化や人口減少などを背

景として全国で増加の一途をたどる「空き家問題」の解決に向けて、空

き家の実態把握から利活用促進までを一気通貫でサポートすること

を目的として、当社と空き家活用株式会社が、自治体や地域金融機関

を交えた枠組みにより運用していきます。

地域の課題解決につながる商品開発

● ESGファイナンスの状況（2023年３月末）

調達方法 残高
サステナビリティ・リンク・ファイナンス
　 サステナビリティ・リンク・ローン
　 サステナビリティ・リンク・ボンド
ESG債
　 グリーンボンド
　　　太陽光債権など
　　　EV債権
　 ソーシャルボンド
　　　 学費債権

955億円
855億円
100億円
200億円
100億円
50億円
50億円
100億円
100億円

当社は、社会価値と企業価値を両立するサステナビリティを経営の軸

に据え、事業を通じた社会課題の解決と持続的な収益の向上をめざ

しています。海外事業においては東南アジア３カ国（タイ、フィリピン、

インドネシア）のオートローンの年間取扱高（中古車+新車EV）をKPI

とするサステナビリティ・リンク・ファイナンス・フレームワークを信販

業界で初めて策定し、ローンおよびボンド形式での調達を実施しまし

た。また、太陽光リフォームローンやEV向けオートローンを資金使途

とするグリーンボンド、学費ローンを資金使途とするソーシャルボン

ドなど、環境改善や社会課題の解決に資する様々なESG調達を実施

しています。

ESG調達の継続実行

4

● 売掛金決済保証取扱高

● アキカツローンのスキーム

● リース営業資産残高と契約件数推移● 海外オートローンなどの取扱高・営業資産残高

0
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2,035
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1,652

2019 2021 2022

営業資産残高 契約件数
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80,000
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45,218
54,306

66,466
75,962

86,263

414 452
523

606
714

（億円） （件）

提携

空き家

空き家活用（株）
（アキカツナビ）

地方銀行など
金融機関

オリコ

ローン保証
（事前審査）

空き家購入・
リフォーム・
解体などに
係るローン・
融資

空き家購入・
活用希望者

空き家と
購入・活用
希望者を繋ぐ

※クレジットカードによる売掛金決済保証取扱高を含みます。

（年度）

20192018 2020 20222021 （年度）

0
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2018 2019 2020 2021 2022（年度）

（億円）

154
246 296

455

900

240
361

736
928

1,403

取扱高（タイ）
取扱高（フィリピン）
取扱高（インドネシア）

営業資産残高（タイ）
営業資産残高（フィリピン）
営業資産残高（インドネシア）

地域金融機関との協業を通じたサステナブル商品の提供

当社は、地域金融機関との提携を通じ、お客さまの課題を解決する金

融商品を提供することで、地域経済の活性化に取り組んでいます。

2022年度は、株式会社愛媛銀行とSDGsに対応した目的ローン３商

品（EVマイカーローン、教育ローン、リフォームローン）や、宮城県内

の３信用組合（石巻商工信用組合、古川信用組合、仙北信用組合）統

一商品となる、教育カードローンの取り扱いを開始しました。今後も、

引き続き金融機関と一層の関係強化を図り、地域社会の様々な課題

解決に繋がる金融商品の提供を進めていくとともに、その取り扱いを

通じて、お客さまとともに持続可能な社会の実現に向けて貢献してい

きます。

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション
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マテリアリティ

人材の多様性と育成および働き方改革

5

当社の更なる発展のためには、これまで以上に多様な人材の活躍の

領域拡大と、能力を最大限発揮できるようにしていくことが必要と考

えています。リーダーに求められるスキル強化を目的とした女性管理

職向けの研修や、管理職の候補者となる人材基盤の形成を目的とし

た階層別研修などにより、2022年度女性管理職比率は課長クラス以

上で26.2％、部室長相当職で6.7％となっています。

また、LGBTQ+などのセクシュアル・マイノリティへの取組、子育て支

援や不妊治療などの仕事との両立支援など、多様な人材が活躍でき

る環境をめざし、「すべての社員が生き生きと活躍できる職場づくり」

に取り組んでいます。

2023年度からはダイバーシティをより一層推進するために、「インク

ルージョン＆ダイバーシティ基本方針」を策定しました。一人ひとりが

個性を活かしてパフォーマンスを発揮できるよう、個々人の状況に応

じた支援を行うことで、存在するギャップを埋めるとともに、組織にお

ける過去からの習慣や不文律などからの脱却により、すべての社員が

公平に機会を持てる風土づくりを進め、その上で、社員一人ひとりの

異なる考え、視点、価値観を受け入れ、活かす“インクルージョン”を重

視した取組を行っていきます。

多様な人材が活躍できる環境の整備

ワーク・ライフ・バランスを実現するための一環として、全社的にテレ

ワークを推進するとともに、社員が任意に就業時間を選択できる「ス

ライドワーク」を設けています。

また、一部のクレジットセンターに「週休３日制」を導入し、残業時間を

含む年間の総労働時間の適正化に取り組んでいます。導入当初は、働

き方の変化などに戸惑いを示す社員もいましたが、現在は対象となる

社員の約７割がプライベートで充実感を得られているなど、好意的な

意見が見受けられ、一定の効果が出ています。引き続き、このような取

組を継続・強化することで、全社員のワーク・ライフ・バランスの定着化

に向けて取り組んでいきます。

ワーク・ライフ・バランスの推進

● 女性管理職比率（課長クラス以上）の推移 ● 週休3日制の利用人数の推移

21.5
22.7 23.4 26.2

（％）

19.2

2018 2019 2020 2021 2022（年度）

● 女性管理職比率（部室長相当職）の推移

● 社員エンゲージメントスコアの推移

B

BBB

（AAA-DDの11ランク中３ランクアップ）

DDD
C

DD

CC
CCC
B
BB
BBB
A
AA
AAA

CCC

2022年4月 2022年12月 2024年度（計画）

一人ひとりの自律的なキャリア形成支援の拡充として、自らの成長に

繋がる挑戦する機会の提供など、様々な取組を推進しています。営業

店管理職である支店長・副支店長・課長や、本社の全部署を対象とし

た社内公募制度のほか、国内・海外トレーニー、デジタル企業やスター

トアップ企業などへのレンタル移籍や副業経験など、社外での就業機

会の提供を開始し、入社3年目の若手から40代後半のベテランまで、

幅広い年代の社員が応募しました。2022年度はこうした取組の本格

的な開始年度であり、合計80人が活用しています。

社内異動に関して、価値観やライフステージに合わせた働き方を尊重

するため、これまでの会社主導による人事異動を見直し、2025年４月

より、「望まない転居転勤」を廃止するとともに、会社が必要とするポ

ストや職種などを社内で公開し、社員が自主的に応募する「ジョブポ

スティング」へ移行することによって、自らの意思によりキャリアを選

択できる機会の拡大を図っていきます。

社員一人ひとりの挑戦意欲に応える、自律的なキャリア形成支援の拡充

● 社外副業・社内公募などの活用人数
（2024年度の目標値は2022年度からの累計活用人数）

2023
（計画）
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人財戦略の中核指標として活用するために、従来の社員意識調査を

見直し、2022年４月より社員エンゲージメントサーベイを開始しまし

た。年２回実施し、職場ごとに抱える課題に対して部室店長が社員と

コミュニケーションを取りながら、全社的な取組として社員エンゲー

ジメントの向上に取り組み、１年間で「CCC」から「B」へと１段階スコ

アが向上しました。

引き続き、社員間の意識や認識のギャップ解消に向けて、社長と社員

のトークセッションイベントの開催や、社員同士の交流機会の提供、

上司とのキャリア面談を通じた社員の成長機会の後押しなど、様々な

取組を通じて、2024年度までに「BBB」をめざしていきます。

社員エンゲージメントの向上

職場内の人権啓発意識の向上を目的として、すべての社員を対象とし

た研修および役員・部室店長などを対象としたトップ層研修を実施

し、毎年4,000人以上が受講しています。

また、企業が尊重するべき人権対応の在り方について、外部の専門家

も交えて議論し、2023年４月、「人権基本方針」を定めるとともに、基

本方針を実効的に遂行していくために「人権啓発推進委員会」を設置

しました。2023年度は、人権デュー・ディリジェンスを実施した上で、

人権リスクに対する具体的な取組を進めながら、様々なステークホル

ダーに対する人権尊重を重視し、継続的に取り組んでいきます。

人権に関する取組

● 人権対応に関する取組ロードマップ

2022年度 2023年度 2024年度

基本方針の
策定
・

体制整備

人権リスクの
可視化

モニタリング
（PDCA）

人権リスク対応
（負の影響への予防・
軽減策の検討・実行）

教育・啓発
（人権リテラシーの段階的向上）

内訳人数
国内トレーニー
海外トレーニー
レンタル移籍※

7人
1人
4人

社外副業
社内公募

20人
48人
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※レンタル移籍…
　６カ月間異業種企業に移籍し、社外知見の習得や社外ネット
　ワークの構築を通じたキャリアアップを支援する制度

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



マテリアリティ

ガバナンスの強化

6

１．当社は、株主の権利を尊重し株主が適切に権利の行使ができる環境の整備と株主の平等性を確保するための適切な対
応を行います

２．当社は、社会的責任の重要性を認識し、株主以外のステークホルダーとの適切な協働に向けた取組を行います
３．当社は、財務情報や非財務情報について法令に基づく開示を適切に行うとともに、法令に基づく開示以外の情報提供に
も主体的に取り組みます

４．当社の取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ会社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上に向け
た役割・責務を適切に果たします

５．当社は、経営戦略及び財務・業績状況等に関する情報を適時・適切に開示するとともに、IR活動の充実を図り、株主・投資
家等からの信頼と評価を得ることを目指します

当社は、経営の透明性やステークホルダーに対する公正性を確保し、かつ、迅速・果断な意思決定が重要であると考えており、

コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでいきます。

当社の取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く）８名と監査等委員である取締役５名の計13名で構成しています。

また、各取締役の知識・経験・能力などはスキル・マトリックスに一覧で開示する一方、取締役会における独立社外取締役の比率を

向上させ３分の１以上とし、取締役会における多角的な検討と意思決定の客観性・透明性を確保しています。

なお、重要な業務執行の決定を取締役会より取締役社長に最大限委任し、取締役会では戦略策定と監督機能を重視した審議・報

告を行っています。

取締役会の諮問機関として、委員の過半数が独立社外取締役で構成される指名・報酬委員会、利益相反管理委員会を設置しています。

当社の監査等委員会は、監査等委員である取締役５名で構成しており、うち３名は社外取締役となっています。

監査等委員会は内部統制システムを活用した組織監査を中心としていますが、必要に応じて往査などによる直接監査も実施し

ています。

また、監査等委員会の専従組織として「監査等委員会室」を設置し、監査等委員会の職務を補助する体制をとっています。

当社は、重要な業務執行の意思決定を取締役会より取締役社長に最大限委任していますが、取締役社長の諮問機関として「経

営会議」「業務監査委員会」「サステナビリティ委員会」「総合リスク管理委員会」「コンプライアンス委員会」などを設置し、取締役

社長が適切な意思決定を行う体制を構築しています。

取締役会付議事項の事前審議および業務執行上・業務運営上の重要事項の審議を行うことを
目的に設置しています。

内部監査に関する重要事項の審議を目的として設置し、内部監査の活動状況は定期的に取締
役会に報告しています。

サステナビリティに関する重要事項の審議を目的に設置し、サステナビリティへの取組状況は
定期的に取締役会に報告しています。

各種リスクを総合的に把握・管理することを目的に設置し、リスク管理の状況は定期的に取締
役会および経営会議に報告しています。

当社グループにコンプライアンスの定着を進めることを目的に設置し、コンプライアンスへの取
組状況は定期的に取締役会および経営会議に報告しています。

■ コーポレート・ガバナンスに関する基本方針

経営会議

業務監査委員会

サステナビリティ委員会

総合リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

コーポレート・ガバナンス

株主総会

部門、グループ

取締役会

選任/解任

報告選定/委任/監督 連携/報告監査 監査

監査等委員会

監査等委員
である取締役

（非業務執行取締役）

選任/解任

会計監査人

選任/解任

取締役
（監査等委員である取締役を除く）

監査等委員である取締役
（非業務執行取締役）

監
査

連
携

指名・報酬委員会

経営会議

ALM委員会

クレジット対策委員会

新規業務・新商品委員会

IT戦略委員会

人権啓発推進委員会

業務監査委員会

サステナビリティ委員会

総合リスク管理委員会

コンプライアンス委員会

利益相反管理委員会

取締役社長 内部監査グループ

監査等
委員会室

情報開示統制の基本方針はWebサイトを
ご覧ください。
https://orico.jp/disc

コーポレート・ガバナンスに関する
報告書はWebサイトをご覧ください。
https://orico.jp/cg

取締役会

監査等委員会

業務執行体制

● 取締役会　独立社外取締役比率
　（2023年６月30日現在）

● 利益相反管理委員会　独立社外取締役比率
　（2023年６月30日現在）

38％ 2021年度

23％
2022年度

38％
2022年
6月新設

2022年度

66％66％

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション
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取締役（監査等委員）取締役

スキル・マトリックス

1979年４月 現、株式会社みずほ銀行入行
2013年７月 株式会社みずほフィナンシャル

グループ副社長執行役員
2016年４月 当社入社
2016年６月 当社代表取締役社長
 （兼）社長執行役員
2020年６月 当社取締役会長
 （兼）会長執行役員（現任）　

取締役会長（兼）会長執行役員

河野 雅明

1984年４月 現、株式会社みずほ銀行入行
2017年４月 みずほ信託銀行株式会社
 取締役社長（代表取締役）
2020年４月 当社入社
2020年６月 当社代表取締役社長
 （兼） 社長執行役員（現任）

代表取締役社長（兼）社長執行役員

飯盛 徹夫

1988年４月 当社入社
2022年６月 当社代表取締役
 （兼）専務執行役員（現任）
2022年６月 当社ビジネスプロモーション 

 部門長（兼）ビジネスプロモーション
部門ビジネスプロモーション統括部
長（兼）BtoBソリューション部門長

2023年４月 当社ビジネスプロモーション部
門管掌（兼）BtoBソリューション
部門管掌（現任）

代表取締役（兼）専務執行役員

横山 嘉德

1980年４月 現、株式会社みずほ銀行入行
2007年４月 当社入社
2007年６月 当社常務執行役員
2017年４月 当社リスク管理グループ担当
2019年６月 当社常勤監査役
2022年６月 当社取締役（監査等委員）
 （現任）

取締役（監査等委員）

深澤 雄二

1990年４月 当社入社
2019年６月 当社執行役員
2020年８月 当社財務・経理グループ

財務企画部長
2022年６月 当社取締役（監査等委員）

（現任）

取締役（監査等委員）

長尾 浩

1985年４月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社
2008年８月 ルートエフ株式会社代表取締役
 （現任）
2014年６月 当社取締役
2017年11月 ルートエフ・データム株式会社
 代表取締役（現任）
2022年６月 当社取締役（監査等委員）
 （現任）

社外取締役（監査等委員）

大庫 直樹

1983年４月 伊藤忠商事株式会社入社
2022年５月 当社入社
2022年６月 当社代表取締役
 （兼）専務執行役員（現任）
2022年６月 当社デジタル・マーケティング

グループ管掌（兼）IT・システ
ムグループ管掌（現任）

代表取締役（兼）専務執行役員

渡辺 一郎

1982年４月 現、株式会社みずほ銀行入行
2010年１月 当社入社
2019年６月 当社財務グループ担当（兼）

リスク管理グループ担当
2022年４月 当社リスク管理グループ長（現任）
2022年６月 当社取締役（兼）専務執行役員

（現任）

取締役（兼）専務執行役員

水野 哲朗

1984年４月 伊藤忠商事株式会社入社
2017年６月 当社入社
2020年６月 当社取締役（兼）常務執行役

員（現任）
2020年６月 当社業務統括グループ担当 

（兼）業務統括グループ業務
統括部長

2023年４月 当社オペレーショングループ長
（現任）

取締役（兼）常務執行役員

樋口 千春

1992年４月 富士写真フイルム株式会社
入社

2017年４月 一橋大学大学院商学研究科 
准教授

2019年６月 当社取締役（現任）
2022年４月 一橋大学大学院経営管理研

究科教授（現任）

社外取締役

西野 和美

1979年４月 富士通株式会社入社
2012年６月 株式会社富士通総研代表取

締役社長
2022年６月 当社取締役（現任）

社外取締役

本庄 滋明

取締役一覧 （2023年６月30日現在）

1976年４月 富国生命保険相互会社入社
2009年６月 富国生命投資顧問株式会社

代表取締役社長
2016年６月 当社監査役
2022年４月 富国生命保険相互会社取締役
 副社長執行役員（現任）
2022年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役（監査等委員）

櫻井 祐記

1980年４月 検事任官
2015年１月 福岡高等検察庁検事長
2016年11月 日本弁護士連合会弁護士登録

（東京弁護士会所属）
2016年11月 八重洲総合法律事務所（現任）
2017年６月 当社監査役
2022年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

社外取締役（監査等委員）

松井 巖

利益相反
管理
委員会

指名・報酬
委員会

戦略基盤

河野雅明
飯盛徹夫
横山嘉德
渡辺一郎
水野哲朗
樋口千春
西野和美
本庄滋明
深澤雄二
長尾浩
大庫直樹
櫻井祐記
松井巖

企業経営 サステナ
ビリティ 財務・会計 研究

開発・学識
デジタル・
セキュリティ

国際
ビジネス事業知見

ガバナンス・
リスク管理・法務・
コンプライアンス

社
内取

締
役

取
締
役

（
監
査
等
委
員
）

社
外

社
内

社
外

当社「取締役」の略歴、地位、
担当および重要な兼職の状
況の詳細、ならびに「執行役
員」に関する情報はWebサ
イトに掲載しています。
https://orico.jp/officer

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション
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リスクマネジメント

当社は、当社グループの多様化するリスクを総合的に把握・管理するため「リスク管理基本方針」を定め、リスク所管部が個別リ

スクを管理しリスク統括部がその総合管理を行うとともに、総合リスク管理委員会などの各種委員会により経営レベルでリスク

を適切にコントロールする体制を整備しています。

また、内外環境を踏まえ当社グループに重大な影響を及ぼすリスク事象を「トップリスク」として選定し、定期的にモニタリング・

評価の上、取締役社長および取締役会に適宜・適切に報告することで、リスク認識に対する目線の統一化を図りリスク管理態勢

の実効性向上に取り組んでいます。

当社は、リスクアペタイト・フレームワークを導入し、計量化されたリスクリターン、コストリターンに基づく最適なバランスシート

戦略の構築と事業計画を策定し、進捗管理の充実と的確なリバランスによる環境変化への迅速な対応、計画を踏まえたリソース

配分を行い、ガバナンス強化を通じた企業価値の拡大、全社的な生産性向上に努めています。

リスクアペタイト・フレームワーク

取締役会

取締役社長

経営会議

リスク管理グループ長（所管部：リスク統括部）

リスク所管部

部門、グループ等 グループ会社

サステナビリティ委員会
（気候変動リスク・機会等）

新規業務・新商品委員会
（新規業務・新商品に係るリスク等）

IT戦略委員会
（システムリスク等）

人権啓発推進委員会
（人権リスク等）

コンプライアンス委員会
（反社会的勢力排除、AML対策等）

総合リスク管理委員会
（総合リスク管理）

ALM委員会
（市場リスク等）

クレジット対策委員会
（信用リスク、加盟店リスク等）

取締役会

取締役社長

経営会議

グループ会社部門、グループ等

コンプライアンスグループ長
（所管部：コンプライアンス統括部）

コンプライアンス委員会
（コンプライアンスの重要事項審議等）

当社は、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つと位置付けるとともに、コンプライアンスを単なる法令の遵守に止めること

なく企業倫理や社会規範も含めて遵守することと捉えています。コンプライアンスの取組を審議・報告するコンプライアンス委員

会を定期的に開催し、その委員会の内容が取締役社長および取締役会に対して適宜・適切に報告されるなど、当社グループ全体

としてコンプライアンスを遵守する態勢が構築されています。

コンプライアンス

当社は、企業価値の毀損につながるコンダクトリスクについても経営として重要なリスクと考えています。今日的な社会的要請も

踏まえ、社会から見た「正しい行動」を行うための判断の拠り所となる新たな行動規範として、2022年にオリコードを改定し、公

正な企業活動の推進に努めています。また、内部通報窓口「オリコ・ヘルプライン」を社内外に設置し、違反およびその恐れのある

行為の情報を早期に把握し対策を講じることで、会社の自浄作用を高めるとともに不正・不祥事の未然防止に努めています。

■ The Orico Group Code（オリコード）、オリコ・ヘルプライン

当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力への対応として「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、一切の

関係遮断に取り組んでいます。また、反社情報データベースの構築と活用により、取引の未然防止や契約締結後の取引解消措置

を行っています。更に、反社会的勢力との関係遮断に関する研修を定期的に実施するなど、社員の意識の醸成と徹底にも努めて

います。こうした取組状況は、コンプライアンス委員会、取締役社長および取締役会に対して、適宜・適切に報告されています。

■ 反社会的勢力排除に向けた取組状況

当社は、お客さまの満足と信頼を得るため、お客さまを第一と考え、お客さまに対して誠実かつ公正な対応に努めています。そのた

め法令遵守を徹底するとともにお客さまの情報を適切に管理し、お客さまのニーズなどを十分に確認の上、丁寧かつ適切な情報

提供に努めています。ビジネスパートナーに対しても、法令遵守、情報管理、取引の健全性など適切な対応を求めていきます。

■ お客さま保護への取組商品、推進部署など、セグメントごとのリスクリターン、コストリターンを数値化、採算を詳細に把握

企業価値の拡大、全社的な生産性向上

経営体力比、許容可能なリスク/コストを前提に、リスク調整後コスト控除後
リターンが最大となるバランスシート構築を目的として事業計画を立案

保有資本、調達資金等経営上の制約

環境変化に伴う迅速なリバランス計画を踏まえたリソース配分・ガバナンス強化

当社の「リスクマネジメント」に関する詳しい情報はWebサイトに掲載しています。
https://orico.jp/risk

●リスク計量
・倒産確率などの内部データやマーケット　
  データを利用し、信用リスク、市場リスク、
  オペレーショナルリスクを計量

●リスクキャピタル配賦
・資本対比、許容可能なリスク量を設定、
  必要な部署に配分

●リスクアペタイト（リスク選好）設定
・経営目標達成に資するリスクテイク
  領域の設定

●上記、取締役会への報告（ガバナンス強化）

当社のお客さま保護に関する詳しい情報はWebサイトに掲載しています。
https://orico.jp/eng

最適化されたバランスシート戦略・事業計画

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



財務・非財務ハイライト（10年）
連結財務データ

 1   営業収益（億円）

 2   経常利益（億円）

 3   親会社株主に帰属する当期純利益（億円）

 4   純資産（億円） 

 5   総資産（億円）

 6   １株当たり純資産額（円）※2　注：普通株式

 7   １株当たり当期純利益（円）※2　注：普通株式

 8   自己資本比率（%）

 9   ROE（%）

10  株価収益率（倍）

11  一般経費（億円）

12  営業収益一般経費率（％）

13  １株当たり配当額（円）※2　注：普通株式

14  配当性向（%）

400億円以上

10%以上

60％未満

中期経営計画KPI
（2024年度目標） 2013年度

2,075

267

226

2,258

47,760

-561.60

293.50

4.7

10.7

7.09

1,170

56.4

-

-

2014年度

2,063

207

184

2,499

49,287

-200.70

229.50

5.1

7.8

8.50

1,181

57.2

-

-

2015年度

2,118

294

245

2,740

51,529

779.50

174.60

5.3

9.4

12.83

1,159

54.7

-

-

2016年度

2,136

335

286

3,039

53,290

953.30

154.40

5.7

9.9

13.02

1,184

55.4

20

13.0

2017年度

2,243

300

280

2,594

54,753

1,092.50

132.80

4.7

10.0

12.58

1,279

57.0

20

15.1

2018年度

2,333

219

288

2,564

55,429

1,192.70

151.90

4.6

11.2

7.44

1,471

63.1

20

13.2

2019年度

2,431

244

206

2,515

55,847

1,253.90

108.50

4.5

8.1

11.15

1,504

61.9

30

27.7

2020年度※1

2,297

225

196

2,284

38,139

1,199.00

105.40

5.9

8.9

16.45

1,474

64.2

30

28.5

2021年度

2,298

289

194

2,168

37,520

1,249.79

105.54

5.7

8.8

11.75

1,395

60.7

30

28.4

2022年度

2,276

230

190

2,297

36,700

1,324.44

110.92

6.2

8.6

9.94

1,441

63.3

40

36.1

非財務データ

1   コピー用紙購入量（千万枚）

　　　　内、オリコ

　　　　内、グループ会社合計

2   エネルギー使用量（GJ）※１

3   CO2排出量（t-CO2）※1 

4   不燃物廃棄量（t）※2

5   平均勤続年数（年）

6   男性育児休業取得率（%）※3

7   女性管理職比率（課長クラス以上）（%）

　  女性管理職比率（部室長相当職）（%）

8   有給休暇取得率 （%）

2021年度比15%削減

　

100%

27%以上

9%以上

70%以上

-

-

-

342,607

18,300

-

16.1

-

11.2

0.6

49.9

サステナビリティKPI
（2024年度目標） 2013年度

-

-

-

332,980

17,915

-

16.3

-

13.7

0.6

49.2

2014年度

-

-

-

331,956

17,183

73.5

16.5

-

16.2

0.6

53.3

2015年度

-

-

-

336,302

19,401

74.3

16.5

-

17.2

1.2

54.3

2016年度

10.6

8.7

1.9

335,040

16,942

75.4

16.3

34

18.6

4.0

57.4

2017年度

10.2

8.4

1.8

303,093

14,800

79.1

16.2

94

19.2

4.1

53.9

2018年度

9.2

7.4

1.8

267,649

13,292

78.8

16.3

93

21.5

6.0

63.2

2019年度

7.6

6.1

1.5

260,036

11,656

80.5

16.2

104

22.7

6.1

61.2

2020年度

7.0

5.7

1.3

251,514

11,619

83.7

16.7

92

23.4

4.4

66.8

2021年度

6.4

5.3

1.1

226,082

10,764

82.7

16.9

102

26.2

6.7

69.4

2022年度

※1 省エネ法に基づいて算出
※2 オリコ本社ビル入居事業所（オリコ、日本債権回収、CAL信用保証、スタッフオリコ、オリエント総合研究所、オリコエステートの６社）
※3 2021年度以前の「男性育児休業取得率」の数値は、育児介護休業に関する法律施行規則（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号に
 おける育児休業などの取得割合で算出し直しています。

※1 2021年度期首の会計方針等の変更により、2020年度まで遡及修正後の数値を記載しています。
※2 2022年10月１日付で、普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っています。2021年度以前は株式併合の影響を考慮した金額を記載
 しています。

2021年度比
３%削減（原単位ベース）

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



企業概要 株式情報 （2023年3月31日現在）

会社概要 株式の状況 株式の所有者別分布状況

株価チャート

大株主 （2023年３月31日現在）

外部評価

IR情報

より幅広いIR関連情報を入手したい方はIR（投資家情報）Webサイトをご覧ください。
https://orico.jp/ir

商 号

株式市場

創 業

主な事業

資本金

従業員数

本 社

株式会社オリエントコーポレーション
（英訳名：Orient Corporation）

東京証券取引所プライム市場
（コード8585、呼称オリコ）

1954年12月27日

● 個品割賦事業
● カード・融資事業
● 銀行保証事業
● 決済・保証事業
● 海外事業

1,500億円
（2023年３月31日現在）

単体　5,819人
連結　8,521人
（2023年３月31日現在）

〒102-8503
東京都千代田区麹町５丁目２番地１
TEL 03-5877-1111

拠点の状況 （2023年3月31日現在）

※ オリエントコーポレーションのMSCI指数への組み入れや、MSCIのロゴ、商標、サービスマー
クまたは指数名称の使用は、MSCIまたはその関連会社によるオリエントコーポレーションへ
の後援、保証、販促には該当しません。MSCI指数はMSCIの独占的財産です。MSCIおよび
MSCI指数の名称とロゴは、MSCIまたはその関係会社の商標またはサービスマークです。

国が策定した「情報処理システムの運
用および管理に関する指針」を踏まえ、
DX推進において自らのビジネスを変
革する準備ができている（DX-Ready）
事業者を認定する「DX認定事業者」に
認定

株式会社 JobRainbow が主催する
「D&I Award 2022」において、D&Iを
先進的に進め、ロールモデルとして日
本の D&I 推進を牽引している企業とし
て最上位評価の「BEST WORKPLACE 
for diversity & inclusion」に認定

次世代育成支援対策推進法に基づき、
優良な子育て支援と、不妊治療と仕事
の両立支援に取り組む企業として、「プ
ラチナくるみんプラス」の認定を取得

女性活躍を推進し、性別多様性に優れた企業への投資を検討する機関投資家向けに、
MSCI社が作成した株価指数「MSCI日本株女性活躍指数（WIN）」の構成銘柄に選定

企業などの職場におけるLGBTQ＋な
どのセクシュアル・マイノリティへの取
組の評価指標「PRIDE指標2022」に
おいて４年連続で「ゴールド」を受賞

発行可能株式総数 182,500,000株

発行済株式の総数 171,882,370株

株主数 28,935名

単元株式数 100株

証券会社
0.9%

金融機関
61.3%

外国法人等
4.9%

個人
12.0%

その他の国内法人
20.9%

株式会社みずほ銀行

伊藤忠商事株式会社

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

中央日本土地建物株式会社

東京センチュリー株式会社

STATE STREET BANK WEST CLIENT ‒ TREATY 505234

BNYM AS AGT/CLTS NON TREATY JASDEC

森本 博義

MSIP CLIENT SECURITIES

83,640千株

28,404千株

11,951千株

6,773千株

1,917千株

1,536千株

923千株

766千株

737千株

682千株

48.66％

16.52％

6.95％

3.94％

1.11％

0.89％

0.53％

0.44％

0.42％

0.39％

株主名 持株数 持株比率

支店
クレジットセンター
金融法人支店
管理センター・サービスセンター
上記以外

総拠点数
68拠点
11拠点
6拠点
14拠点
7拠点

106拠点

北海道地区

東北地区

関東地区
中部地区

近畿地区
中国地区

四国地区九州地区

60

70

80

90

100

110

120
オリエントコーポレーション株価 日経平均株価

2023/3/312022/9/302022/3/312021/9/302021/3/31

（注）オリエントコーポレーション株価と日経平均株価の推移グラフは、2021年３月末の終値を100としています。当社は2022年10月１日付で
　　普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っています。株価推移は、当該株式併合の影響を考慮した金額の推移をお示ししています。

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



グループ会社情報 （2023年６月30日現在）

連結子会社

株式会社オリエント総合研究所
事業内容

消費・経済・技術動向の調査分析、人材育成・教育全般に関わる支援

〒102-8503
東京都千代田区麹町５-２-１
電話番号：03-5877-5858　FAX番号：03-5877-5859

株式会社オリコエステート
事業内容

不動産売買事業（不動産投資含む）、不動産賃貸事業、
不動産仲介事業

〒102-8503
東京都千代田区麹町５-２-１
電話番号：03-5210-2171　FAX番号：03-5210-2174

株式会社オリコ ビジネス＆コミュニケーションズ
事業内容

商事物販事業（業務用機器、事務用品、産直ギフト券、販促物販など）、
広告宣伝・プロモーション事業

〒169-0075
東京都新宿区高田馬場１-４-15 大樹生命高田馬場ビル
電話番号：03-6892-0611　FAX番号：03-6892-0615

（2023年８月21日より下記に移転予定）
〒102-8503
東京都千代田区麹町５-２-１
電話番号：050-5537-8058　FAX番号：03-6840-1602

株式会社オリコフォレントインシュア
事業内容

賃貸保証サービス（不動産賃貸領域における保証サービス）

〒108-8555
東京都港区芝浦４-９-25 芝浦スクエアビル
電話番号：03-6743-6120　FAX番号：03-6743-6121

オリファサービス債権回収株式会社
事業内容

〒169-0072
東京都新宿区大久保１-３-21 ルーシッドスクエア新宿イースト
電話番号：03-6233-3480　FAX番号：03-6233-3481

株式会社スタッフオリコ
事業内容

オリコグループ向け人事・総務・経理・会計関連の総合シェアードサービス

〒102-8503
東京都千代田区麹町５-２-１
電話番号：03-5877-5970　FAX番号：03-5877-5971

株式会社ホロニック
事業内容

ビジネスソリューション事業
（カードセールスプロモーション・オフィスサポートサービスなど）
オリコグループ向け業務請負

〒160-0022
東京都新宿区新宿１-36-14 新宿御苑サイドビル
電話番号：03-5361-8741　FAX番号：03-5361-8744

株式会社CAL信用保証
事業内容
オリコ向けオートローン保証

〒102-8503
東京都千代田区麹町５-２-１ ※お客さま応対業務は行っていません。

Orico Auto Leasing（Thailand）Ltd.
事業内容

タイにおけるオートローン事業

Bhiraj Tower at EmQuartier, 17th Fl., Unit1705-1707
689 Sukhumvit Rd., North Klongton, Vadhana, Bangkok
10110 Thailand

Orico Auto Finance Philippines Inc.
事業内容
フィリピンにおけるオートローン事業

The Podium West Tower, 21th FL, Unit 2104
12 ADB Avenue, Ortigas Center,
Barangay Wack-Wack, Greenhills East,
1550 Mandaluyong City, Metro Manila

PT Orico Balimor Finance
事業内容
インドネシアにおけるオートローン事業

Grha 137 Building, 7th Floor
Jl. Pangeran Jayakarta No.137. Jakarta, 10730

日本債権回収株式会社
事業内容

債権回収事業
（債権買取業務、回収受託業務、債権流動化のバックアップ
サービシング業務を行う総合サービサー会社）

〒102-8503
東京都千代田区麹町５-２-１
電話番号：03-3222-0328　FAX番号：03-3222-0391

株式会社ビジネスオリコ
事業内容
オリコグループ向け事務処理受託

〒350-0809
埼玉県川越市鯨井新田６-１ 第３今泉ビル
電話番号：049-239-1785　FAX番号：049-239-5759

調査事業、債権回収事業（顧客調査から債権回収まで全国ネット
ワークを活用した「現地訪問型」サービサー会社）

14社
国内グループ会社

3社
海外グループ会社

持分法適用関連会社

伊藤忠オリコ保険サービス株式会社
事業内容

保険流通業
（損保代理業、生保募集業務、コンサルタント業務およびその他
事務受託）

〒107-0061
東京都港区北青山２-５-１
電話番号：03-3497-8200　FAX番号：03-3497-8199

株式会社オリコオートリース
事業内容

個人・ノンフリート市場向けオートリース事業
（コアラクラブ代理店展開）

〒110-0016
東京都台東区台東２-27-５ 日土地御徒町ビル
電話番号：03-6865-5515　FAX番号：03-5816-5712

株式会社オリコビジネスリース
事業内容

物品販売会社との提携リース事業
（ベンダーリース）

〒110-0016
東京都台東区台東２-27-５ 日土地御徒町ビル
電話番号：03-5846-3951　FAX番号：03-5846-3955

株式会社JCM
事業内容

自動車販売店向け事業
（自動車流通関連、自動車販売・整備管理システムの販売、
登録代行業務、中古車情報誌「カーセンサー」総代理店）

〒101-0054
東京都千代田区神田錦町３-13 竹橋安田ビル
電話番号：03-3219-1155　FAX番号：03-3219-1320

オリコの概観 オリコの成長戦略イントロダクション 成長を牽引 成長を支える基盤 データセクション



〒102-8503 東京都千代田区麹町５丁目２番地１
https://www.orico.co.jp/company/

91-97-9580-00　23/09
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